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ごあいさつ�

平成20年7月� 

取締役頭取　�

皆さま方には、平素より私ども福岡中央銀行を格別にお�
�

引き立�て�い�た�だ�き�ま�し�て�誠�に�あ�り�が�と�う�ご�ざ�い�ま�す�。� 

当行は福岡県内を営業地盤とし、地域社会とともに�

発展することを経営理念に掲げ、地域金融機関としての�
�
使命を果たすとともに、健全経営を貫く銀行として高い�

評価を得てまいりました。� 

これ�もひ�と�え�に、皆さま方の永年にわたるご支援の賜と�

心から�感�謝�い�たしております。�

私ど�も�福岡中央銀行�は「こ�の�街�で�ご�い�っ�し�ょ�に�」�の精神�

のも�と�、�お客�さ�ま�一�人�ひ�と�り�を大切�に�す�る「ハート・ツー�

・ハート�」�の金融�サ�ー�ビ�ス�を力強�く�推�し�進�め�、�地域�の皆�さ�ま���

からより�一層広�く�、�深く�愛�さ�れ�親�し�ま�れ�る�銀行�を�目�指�し�て�努�

力してま�いり�ま�す�。� 

今後とも、引き続き倍旧のご支援・ご愛顧を賜りますよう�

よろ�し�く�お�願�い�申�し�あ�げ�ま�す�。� 

最後になりましたが、この小誌「福岡中央銀行のご案内」�

が皆�さ�ま�方�に�、�当行�を�よ�り�深�く�ご�理解�い�た�だ�く�ための�ご�参�

考に�な�れ�ば�幸�いに存�じ�ま�す�。� 

�
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まず�自�ら�を�育�て�よ�う� 

信�頼される�仕�事�を�し�よ�う� 

銀行�と�共�に�前�進�し�よ�う� 

顧客�に�満�足�を�与�え�よ�う� 

勇気�あ�る�開拓者�と�な�ろ�う� 

われわれは自助の精神に徹し、自らを育て、銀行を育て、地域になくてはならない福岡中央銀行にしよう。�

行  是  

経営理念�

われわれは常に福岡中央銀行の代表である。�
地元に親しまれ信頼される銀行員となり、中小企業専門金融機関としての使命に邁進する。�

行  訓  

　福岡県内を営業地盤に「中小企業専門金融機関としての使命と役割に徹し、地域社会とともに発展する」ことを
経営理念に掲げ、地域の皆さまに親しまれ、信頼される銀行を目指して、「ハート・ツー・ハート」の業務活動を展開し、
金融サービスの充実と健全経営、地域社会への貢献に努めております。�

中期経営計画（平成19年4月から平成21年3月まで）�

経
営
方
針�

1. お客さまの目線に立った営業活動を通
じた地域経済への貢献�

2. 収益力の強化、健全性の確保による経営
体質の強化�

3. 人材の育成�

Ⅰ．基本方針�

1. ガバナンス態勢の強化�
2. 収益力の強化�
3. 顧客サービスの充実、営業基盤の拡充�
4. 人材の育成と活性化�

Ⅱ．主要施策�

常に目標を持ち、不断の努力によって自己の
成長をはかり、銀行になくてはならない人と
なろう。�

仕事に全力を傾け、業務に習熟し、信頼される
確実な仕事を成し遂げよう。�

銀行は生活の基盤である。敬愛と協調のもと、
みんなの創意と行動を結集して銀行の発展を
はかり、銀行と共に栄えよう。 

常に創意工夫をはかり、積極進取、勇気ある
開拓者となろう。断じて傍観者であってはなら
ない。 

より正しく、より早く、より親切に、常に顧客の身
になって考えよう。顧客の満足は最高の信用で
ある。�
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　わが国経済は、基調として緩やかに拡大を続けました。輸出が増加を続け、設備投資も引き続き増加基調にあり、また、
個人消費も一部に弱い動きが見られたものの総じて底堅く推移いたしました。しかしながら、米国の景気減速および原油価
格上昇など、国内経済は、なお先行き懸念材料を抱えており、景気の減速感が強まってきております。�
　金融情勢につきましては、米国のサブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融資）問題に端を発した昨年夏場以降の
世界的な金融・資本市場の混乱により、わが国においても株安や円高など大きな影響が出ております。�

預金残高（譲渡性預金を含む） 
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環
境
と
業
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　平成19年10月に郵政民営化によりゆうちょ銀行が誕生する一方、地域金融機関においては経営統合や業務提携の動き
が活発化しており、金融商品や金融サービスを巡る競争が一段と激しくなるなど地域金融機関をとりまく環境は、従来にも
増して厳しいものとなっております。また、平成19年9月に金融商品取引法が施行され、金融取引における利用者保護の
徹底の要請が高まっております。加えて、金融庁からは、恒久的な枠組みとしての地域密着型金融の推進を求められており
ます。このような環境のもと、当行は、平成19年4月から、お客さまの目線に立った営業活動を通じて地域経済へ貢献すると
ともに、資産の健全性確保と収益性向上によりお客さまからの信頼を深めることを基本方針として、向こう2年間における新
しい「中期経営計画」をスタートさせております。�
　今後とも地域の中小企業および個人の皆さまにとって、なくてはならない「この街でごいっしょに」の地域金融機関として、
役職員一致協力して地域貢献を果たしてまいります。�

　預金残高は、前年同期比で142億円増加して3,942億円
となりました。�

　貸出金残高は、地元中小企業および個人のお取引先の
資金需要にお応えした結果、前年同期比で139億円増加
して3,071億円となりました。�

平成20年 
3月�期 

平成20年 
3月�期 

　このような金融経済環境のもと、役職員一同、業績の向上と経営体質の強化に努めてまいりました結果、業容面では、預金
および譲渡性預金は個人預金を中心に前年同期比141億79百万円増加し、3月末残高は3,942億40百万円となりまし
た。貸出金は地元中小企業および個人のお取引先の資金需要に最大限お応えした結果、前年同期比138億57百万円増加し、
3月末残高は3,071億40百万円となりました。有価証券は前年同期比7億10百万円減少し、3月末残高は726億89百万円
となりました。�
　損益面では、経常利益は前年同期比3億60百万円減少して7億85百万円となりました。また、当期純利益につきましても
前年同期比3億6百万円減少して3億11百万円となりました。�
　なお、自己資本比率（国内基準）については、前年同期比0.11％低下の9.10％となっております。�
　営業面では、お客さまの年齢の100分の1が預金金利となり、さらに預入期間によって上乗せ金利がつく年齢定期を、
平成19年5月から8月までと平成19年11月から平成20年2月まで販売し、大変好評をいただきました。また、公共債、証
券投資信託および保険のお預り資産残高は、平成20年3月末で148億円となっております。�
　店舗関係では、店舗建替えに伴い平成19年8月より仮店舗で営業しておりました雑餉隈支店は、平成20年5月から新店舗で
営業を開始しております。�
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3月�期 
平成16年 
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1,047
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1,145

617

平成17年 
3月�期 

1,182

633

経常利益� 当期純利益�

預金や貸出金、為替業務などであげた利益（業務純益）から�
一時的な変動要因を除いた、銀行の本来業務での利益です。�

銀行が本業を含めて普段行っている継続的な活動から得ら�
れる利益です。�
経常利益に特別損益と税金等を加減算した最終的な利益です。�

1. コア業務純益とは�

2. 経 常 利 益とは�

3. 当 期 純 利 益とは�

用 語 解 説  

経
営
環
境
と
業
績�

有価証券残高�

750

700

650

600

550

500

450

400

（単位：億円）�

平成19年 
3月�期 

平成16年 
3月�期 

平成18年 
3月�期 

平成17年 
3月�期 

581

708

733 726

646

　有価証券残高は、726億円となりました。�

　経常利益は、7億85百万円となりました。�
　当期純利益は、3億11百万円となりました。�
　当行は昭和26年創立以来57年間黒字決算を続けてお
ります。�

　銀行の安全性・健全性を示す最も代表的な指標が
自己資本比率です。�
　自己資本比率は国内のみで営業している銀行は
国内基準の4％以上、海外に拠点を持つ銀行は国際
統一基準の8％以上を保つ必要があり、当行は国内
基準4％以上の自己資本比率の確保が求められており
ます。�
　当行の自己資本比率は9.10％と国内基準の2倍
以上あり、劣後ローン等の負債性調達手段に頼ること
なく高い安全性を維持しております。�
　今後も収益力を高め内部留保を積み上げることにより、
自己資本の充実を図ってまいります。�

平成20年 
3月�期 

※自己資本比率は、平成19年3月期より銀行法第14条の2の規定に基づく�
　平成18年金融庁告示第19号に定められた基準に基づき算出しております。�
　なお、平成18年3月期以前は、旧基準により算出しております。�

平成20年 
3月�期 

785

311

平成20年 
3月�期 

平成20年 
3月�期 

　コア業務純益は、24億29百万円となりました。�

4



�

3,500 

2,500 

3,000 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

0

（単位：億円）�

厳格な資産査定を行い、貸出資産の健全化および劣化の防止にも努めております。�

うち個人ローン 中小企業等向けの貸出金残高 貸出金残高 

貸出金残高および中小企業等向け貸出金残高の推移�
（％�は�貸出金�に�占�め�る�中小企業等向�け貸出金�の割合�）� 

貸出の基本理念につ�いて  

不良債権につ�いて  
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不良債権比率 

金融再生法開示債権の保全状況� （単位：百万円）�

 

 

 

 

 

破産更生債権等 平成20年3月�31日� 危険債権 要管理債権 合　　計 

開 示 債 権 額 （A）�
 

 

担保保証等�に�よ�る�保全額 （C）�

 
 対象債権�に�対�す�る�貸倒引当金 （B）�

 

保 全 額 （D）=（B）+（C）�

 

 

6,227�

1,104�

5,123�

6,227�

�

5,024�

1,545�

3,064�

4,610

2,280�

176�

930�

1,107

13,533�

2,826�

9,119�

11,945�

�開示額�に�対�す�る�保全率 
 

（D）� 
（A）� 

100.00％�91.75％� 48.54％� 88.26％�

破産更生債権及�び� 
これ�ら�に�準�ず�る�債権 

危 険 債 権  
 
 
 
 

要 管 理 債 権  

 

1. 破 産 更 生 債 権 等�

2. 
 
 
 
 

3. 

 

 

破産手続開始�、�更生手続開始�、�再生手続�
開始�の申立�て�等�の�事由�に�よ�り�、�経営破綻�
に陥�っ�て�い�る�債�務�者に�対す�る�債�権�及�び�
これ�ら�に�準�ず�る�債権。� 

債務者�が�経営破綻�の状態�に�は�至�っ�て�い�
ないが、�財政状態及�び�経営成績�が�悪�化�し�、�
契約�に�従�っ�た債権�の元本�の�回収及�び�利�
息の受�取�り�が�で�き�な�い可能性�の高�い債�
権。� 

3ヵ月�以上延滞債権及�び�貸出条件緩和�
債権。� 

債務者�の財政状態及�び�経営成績�に�特�に�
問題�が�な�い�も�の�と�し�て�、�上記1か�ら�3ま�
でに�掲げ�る�債権以外�の�も�の�に�区分�さ�れ�
る�債権。� 

 とは�
 

とは� 
 
 
 
 

とは� 

 
正 常 債 権  4. とは� 

 

用 語 解 説  

）�（ �

当行は、“地元に親しまれ、信頼される銀行”を目指し
て、地域の皆さまの資金需要に対して積極的に取組んで
まいりました。特に、個人・中小企業の皆さまへは、変わ
らぬ姿勢でご要望にお応えしております。この結果、
平成20年3月末における貸出金のうち、個人・中小企業
等向けの貸出金割合は88.79％、貸出先件数割合は
99.89％に達しております。�
今後とも引き続き地域金融機関として個人・中小企業
の皆さまの健全な資金需要に対して的確にお応えし、
地域社会の発展に貢献していきたいと考えております。�

福岡県内の個人・中小企業の皆さまへの貸出を
基本としております。�

金融再生法に基づく不良債権額（平成20年3月31日
現在）は135億33百万円で、総与信額の4.39%となっ
ております。 �
当行は、堅実経営をモットーに信用リスクの管理強化に
努め、また「金融検査マニュアル」で示された、資産査定、
引当基準の考え方を踏まえ、自己責任に基づき、かつ外部

監査人との合意のもと、十分な貸倒引当金の繰入を実施
しております。不良債権に対しての担保や貸倒引当金に
よる保全率は88.26％で、残りの部分に対しても自己資本
での対応が十分可能です。 �
今後も皆さま方の資金需要にお応えしながらも、審査、リスク

管理を徹底しながら、資産の健全性維持に努めてまいります。 

550

金融再生法開示債権の状況�

金融再生法開示債権の保全状況�

正常債権�
95.61％（297,325百万円）�

�
総与信額�

（307,858百万円）�

保全部分�
88.26％�

未保全部分�
11.74％�

要管理債権�
0.74％�

危険債権�
1.63％�

破産更生債権等�
2.02％�
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コーポレート・ガバナンス（企業統治）について 

内部管理体制� 

コーポレート・ガバナンス体制 

選任・監督 
基本方針 

内部監査 

代表取締役 

常　�　�務�　�　会 

各種委員会 

本部各部 
・ 

各営業店 
監 査 部 � 

選任・解任 
選任・解任 

選任・解任 

取　締　役　会 

株　主　総　会 

監 査 役 � 
監 査 役 会 � 

会 計 監 査 人 � 

監　査 
（取締役会等への出席）�

会計監査 

本 部・営 業 店 �

事故防止委員会 主管部 
事務部 

A L M委員会� 主管部 
融資統括部 

信用リスク 
作 業 部 会 � A L M作業部会� 事務リスク・システ�

ムリスク作業部会 

預 金 保 険 機 構 � 
データ整備委員会 

反社会的勢力 
対策委員会� 

信用リスク ALM・市場関連リスク・��� ����
流 動 性 リ ス ク � 

事務リスク・� 
システムリスク 

事 故 未 然 � 
防止・対策 預金保険機構対応 

反社会的勢力 
対　　策 

監　査　役（会）� 取　締　役　会 

内 部 監 査�

非常事態対策本部 

危　機　管　理 
非常事態対策� 

営業統括部 
総合企画部 

リスク管理委員会 コンプライアンス委員会 

・�

・�

・�

当
行
の
考
え
方�

　当行は、コーポレート・ガバナンスの重要性が増すなかで地域金融機関としての社会的責任と公共的使命を果たすことを

柱とした企業倫理を構築することを基本方針として、経営の意思決定の迅速化、責任体制の明確化、取締役会の監督機能

強化等に取組んでおります。�

　また、リスク管理とコンプライアンスを経営の最重要課題と位置づけ、頭取を委員長とする「リスク管理委員会」および「コ

ンプライアンス委員会」を設置してリスク管理の強化に努めております。 
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当 行 の 考 �え �方 � 

・�「市場�の�変�動�に�伴�って�資�産�、�負債等�の�価値�が�減�少す�る�リ�ス�ク�」�を市場リスク、「金融機関に対する信用低下や運用・調達の極端な不一致から急速な資金の流�
出に対�応�できな�く�なる�リ�ス�ク�」�を流動性�リ�ス�ク�と�い�い�ま�す�。� 

・�「事務面での事故や不正に係わるリスク」を事務リスクといい、「コンピューターシステムの障害や不正利用等により損失を被るリスク」�をシ�ステ�ム�リ�ス�ク�と�
いい�ま�す�。� 

・�「貸出先の経営悪化で貸出した資金の元本回収ができない、�ない�しは�利息収入�が�得�ら�れ�な�い�な�ど�の�リ�ス�ク�」�を信用�リ�ス�ク�と�い�い�ま�す�。� 

当
行
の
考
え
方�

コン�プ�ライア�ンス�（法令等遵守）について  

当行は従来から、より地元に親しまれ信頼される銀行を目指してきました。そのためにもコンプライアンス態勢の

定着を経営上の最重要課題として位置づけ、その徹底を図るべく全役職員が一丸となって取組んでおります。�

コンプライアンス統括部署の総合企画部を中心に、関係各部と連携して法令やルールに則した業務処理がなされ

ているかをチェックする体制を整備すると共に、毎年「コンプライアンス・プログラム」を策定し具体的計画の実践に

向け諸活動を展開しております。また、関係各部・営業店にはコンプライアンス責任者・担当者を配置してコンプライ

アンスの徹底状況をモニタリングすると共に、「コンプライアンス・ガイドブック」に基づく職場研修や啓蒙活動等を通

してより高い自己規律や自己責任の企業倫理の構築に努めております。 

リスク対応について  

金融の自由化・国際化・規制緩和の急激な進展にともない、金融機関が直面するリスクは一段と複雑化・多様化して

おります。�

このような環境の中で当行は、取締役会を頂点としたリスク管理体制を構築しております。�

リスクに適切に対応できる体制を一層充実させるため、頭取を委員長とする「リスク管理委員会」と、その下部組織

として関係各部からなる委員会、作業部会を設置してリスク管理の徹底と経営の健全性の維持向上に努めております。�

また、非常事態対策マニュアルを策定して、不測の事態に備えております。 

〈市場関連・流動性リスク〉�

各種市場関連リスク管理体制として、「リスク管理委員会」の下部組織であるALM（資産・負債総合管理）委員会

および作業部会を設置し、月1回の委員会開催を通してリスク管理の徹底を図っております。�

金利リスク対策として、調達面では金利予測に応じて期間など調達構造の均質化を図り、運用面では市場金利の

変動にともない貸出金利を変化させることができるよう短期プライムレート連動型長期貸出金利を導入しています。 

　また、国際証券部において常時運用資産の点検に取組み、安定的な収益確保を目指すと共に運用と調達の資金

ポジションの適切な管理を行うことにより、資金繰りについて常に把握し、流動性リスクを考慮した業務運営を行って

おります。 

ム�リ�スク�〉� 〈 事�務�リ�ス�ク�・�シ�ステ�

事務・システムリスク管理体制として事務部を主管部とした関係各部からなる作業部会を設置して、リスク管理の

充実・強化を図っております。�

事務リスク対策として、監査部による総合監査のほかに部分監査を併用して営業店監査を行うほか、事務部事務

指導役による臨店指導や自己責任原則に基づく営業店自身による毎月の自店検査を実施するなど、事故の未然防止

に取組んでおります。さらに、事務規定の充実を図り研修等を通して営業店事務水準の向上に努めております。�

システムリスクにつきましては、当行のオンラインセンターであるシステムバンキング九州共同センターと共に、

元帳の二重化、大規模災害時に備えたバックアップセンターの設置など、非常事態対策も講じております。 

〈信�用�リ�ス�ク�〉�

信用リスク管理体制として融資統括部を主管部とした関係各部からなる作業部会を設置して、リスク管理の充実・

強化を図っております。�

当行では銀行の重要な資産である貸出金の健全性を堅持し、厳格な信用リスク管理の維持を図るため従来より

審査部門と推進部門を分離し、審査の独立性・客観性を確立させることにより個別案件ごとに厳正な審査を行って

おります。�

さらに、各種信用情報や“キャスター”による企業の経営分析と“アラーム管理システム”による倒産の事前チェック

などを行い、不良債権発生の防止に努めると共に信用格付の導入や信用リスクの計量化（与信先の債務不履行等で

債権が回収不能になる可能性を数値化して把握すること）にも取組み、より高度な融資運営を目指しております。�

また、自己査定につきましては、金融庁が公表した「預金等受入金融機関に係る金融検査マニュアル」を踏まえて、

自己責任原則に基づきかつ外部監査人との合意のもと制定した自己査定基準に従って厳格に実施しております。 
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地域 の 皆さまとともに�

中小企業等向け貸出金残高の比率�

本業を通じた地域貢献�

中小企業等向け貸出金残高の比率（個人向け貸出金含む）�

大企業・その他向け�

344億円（11.21％）�

中小企業等向け�

2,727億円（88.79％）�
貸出金残高�
3,071億円�

　当行の中小企業等向け貸出金残高は2,727億円であ

り、貸出金残高全体に占める比率は88.79％となってお

ります。�

個人預金残高の比率�

　当行の個人預金残高は3，111億円であり、預金残高

全体に占める比率は78.92％となっております。�

預金残高�
3,942億円�

個　人�

3.111億円（78.92％）�

法人・その他�

831億円（21.08％）�

個人預金残高の比率（譲渡性預金を含む）�

個人預金残高の状況�

　個人預金残高は、前年同期比147億円増加して

3,111億円となっております。�

個人ローン残高の状況�

　個人ローンの残高は550億円、個人ローンのうち住宅

ローン残高は344億円と、ともに増加し続けております。�

3,500�

3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

０�

個人預金残高の推移（譲渡性預金を含む）�
（単位：億円）�個人預金　　法人・その他預金�

平成18年�
3月期�

平成17年�
3月期�

平成16年�
3月期�

個人ローン残高の推移�
（単位：億円）�

６００�

５００�

４００�

３００�

２００�

１００�

０�

個人ローン� うち住宅ローン�

平成19年�
3月期�

545

331

平成20年�
3月期�

550

344

平成18年�
3月期�

541

328

517

301

平成17年�
3月期�

平成16年�
3月期�

491

278

　当行は、地域社会とともに発展することを経営理念とし、全営業店を福岡県内に配して、中小企業専門金融機関としての

使命と役割を果たすことを常に心がけた業務運営を行ってきました。�

　かねてから「地元に親しまれ、信頼される銀行」を目指して、地域社会との交流も積極的に進めております。�

　これからも、地域金融機関として、さらに地域社会の発展に貢献できるように努めてまいります。�

（平成20年3月31日現在）�

�

平成20年�
3月期�

平成19年�
3月期�

2,7402,7252,640 3,1112,964

896811738 831836
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不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の取扱い�

　事業者の皆さまのさまざまなニーズにお応えするため

に、中小企業等向けビジネスローンの取扱いをしておりま

す。さらに平成20年2月より、資産を活用した動産担保

ローン『福中銀トラック担保ローン』『福中銀動産担保ロー

ン』の取扱いを開始しております。�

●『福中銀事業応援ローン』は、担保・保証人を必要とせず、

白色申告者も対象となるのが特徴で、ご利用残高は

1,466件35億円となっております。�

●『福中銀スーパー事業応援ローン』は、福岡県信用保証

協会と提携した担保を必要としないローンで、ご利用

残高は1,443件113億円となっております。�

●『福中銀事業応援ローンワイド』は、最高3,000万円ま

でのご融資が可能なローンで、ご利用残高は1,211件

81億円となっております。�

●『福中銀トラック担保ローン』は、トラック・バス・特殊自

動車等を担保に、また『福中銀動産担保ローン』は、工

作機械・印刷機械・建設機械等の担保により、幅広い資

金ニーズに対応しております。�

担 保�

不 要�

不 要�

不 要�

必 要�

必 要�

ご 融 資 金 額�

100万円～1,000万円�

100万円～2,000万円（法人）�
100万円～1,000万円（個人事業者）�

車両購入金額または担保評価額�
を限度（100万円以上）�

100万円～3,000万円�

担保評価額を限度（500万円以上）�

種　　類�

担保・保証人不要で（法人のみ代表者の保証）、青色・白色申告の方もご利用いただけ
ます。運転資金・設備資金・他行でお借入の事業資金の借換えおよび一本化等地域の
皆さまの幅広いニーズにお応えします。�

最高3,000万円までのご融資が可能な担保を必要としないローンで、事業資金の借換えにも
ご利用いただけます。さらにお申込から3営業日目安のスピード回答で、地域の皆さまの
幅広いニーズにお応えします。�

福岡県信用保証協会と提携した担保を必要としないローンで、取扱手数料不要です。
借入期間は最長7年まで可能で、青色・白色申告の方もご利用いただけます。地域の
皆さまの幅広いニーズにお応えします。�

トラック・バス・特殊自動車等を担保としたローンで、法人・個人の方いずれもご利用
いただけます。運転資金・設備資金や既存リースの借換えも可能です。�

工作機械・印刷機械・建設機械等を担保としたローンで、法人を対象に運転資金・設備
資金にご利用いただけます。�

福 中 銀 �
事業応援ローン�

福中銀スーパー�
事業応援ローン�

福 中 銀 �
事業応援ローンワイド�

福 中 銀 �
トラック担保ローン�

福 中 銀 �
動産担保ローン�

地域の皆さまとともに�

資 金 の お使 い みち・特 色 �

　当行は福岡県や市町村の制度融資の取扱窓口として、中

小企業等の資金ニーズにお応えするための取組みを行って

おります。�

　制度融資のご利用残高は8,455件339億円となってお

ります。�

地方自治体の制度融資の取扱い�

・お問合せ先　各お取引店の融資窓口もしくは�
　福中銀ふれあいプラザ�
　 TEL 092－751－4667�
   （受付：月曜日から金曜日　午前9時～午後5時�

　           ただし、銀行休業日を除きます）�
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に�

福中銀ふれあいプラザ�

福中銀ふれあいプラザ�

中・�小企業経営支援  

主な� 
仕事 

主な�
仕事 

お客さまからのご相談等の受付（受付：月曜日から金曜日　午前9時～午後5時　ただし、銀行休業日を除きます）�

　お客さまからのご相談等にお応えするため、下記の相談センターを設置しております。�

　銀行業務に関してお困りのことやご要望がございましたら、ご遠慮なくご相談ください。�

●融資相談センター�
・  企業や個人のお客さま、さらに今後事業を始めようと

　お考えの方などの借入れに関する相談や公的機関

　等への仲介�

・  創業・新事業支援�

・  経営改善等についての相談・支援�

・  事業再生、経営改善支援�

・  創業・新事業支援�

・  福岡県中小企業再生支援協議会の活用につい

　て協力支援�

主な�
仕事 

●お客さまサービスセンター�
・  地域・お客さまからの経営・税務等の各種相談�

・  事業承継・Ｍ＆Ａ、ビジネスマッチング等の相談・支援�

・  経営者クラブや各種セミナーへの参加お申込等�

主な�
仕事 

●保険・投信窓販センター�
・  生命保険銀行窓販業務に関する相談�

・  損害保険銀行窓販業務に関する相談�

・  資産運用に関する相談�

福岡市中央区大名二丁目12番1号�

当行本店　2階�

（地下鉄赤坂駅3番出口より天神方面へ徒歩1分�

中央区役所斜め前）�

月曜日から金曜日　午前9時～午後5時�

ただし、銀行休業日を除きます�

�

所 在 地 �

�

�

�

営業時間�

�

お問合せ先�

TEL 092-751-4449

九州金融情報ネットワーク「QFネット」で経営者の皆さまをサポート�

　「QFネット」は、九州地区第二地方銀行8行による企業

経営問題の解決支援組織です。�

　ビジネスマッチングやM＆A等、取引先が抱える経営課

題に関する情報を随時交換することによって、地域社会

への貢献並びに地元企業の発展や存続の支援等を図り、

地域経済の活性化を目指しております。�

・お問合せ先�

地域サービスの充実�

「ふくちゅうぎん経営塾21WEB倶楽部」で事業発展のお手伝い�

　当倶楽部は、経営者・事業後継者および企業経営のノウ
ハウを修得したいと考えている方々に、インターネットを
活用して、日常の経営実務に役立ち、ビジネスチャンスに
直結する様々な情報をタイムリーにご提供し、事業発展
のお手伝いをしております。�
・お問合せ先　福中銀ふれあいプラザ�
             TEL 092－751－4667�
             （受付：月曜日から金曜日　午前9時～午後5時�
　　             　ただし、銀行休業日を除きます）�

・ 

・ 

・   

　福中銀ふれあいプラザ�
　 TEL 092－751－4667�
   （受付：月曜日から金曜日　午前9時～午後5時�

　           ただし、銀行休業日を除きます）�

TEL 092－751－4667
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地域の皆さまとともに�

地
域
の
皆
さ
ま
と
と
も
に�

「講演会」「交歓会」の開催による地域の皆さまへの経済活動の促進と交流に貢献�

　毎年1月には著名人、有識者をお招きし、政治・経済・

社会等の幅広いテーマで講演会を行っております。�

　また、地域の企業や個人の皆さまの交流に貢献するた

めに交歓会も開催しております。�

4

国税還付申告相談会を開催�

　公的年金をお受取りの方や、自宅の取得・増改築等

を行われた方等に対して、税理士への無料相談や、申

告書の提出ができる国税還付申告相談会を定期的に開

催しております。�

5

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・ 開 催 日   平成20年１月18日（金）�

・ テ ー マ   「今を生きる」�

・ 講 　 師   五木　寛之氏（作家）  

各種セミナーを開催�

　「景気・株式・金利・為替」などをテーマにした『資産

運用セミナー』や、経営者や事業後継者の方々に企業

経営のノウハウをお伝えする『経営セミナー』などを

開催しております。�

6

11



地
域
の
皆
さ
ま
と
と
も
に� 　　

・ 

・ 

・ 

・ 

地域行事への参加�

　本店・支店ともに地域行事への参加を通して、地域の

皆さまとのふれあいやコミュニケーションを深めており

ます。�

7

博多祇園山笠に参加�

献血への参加�

　私たちは平成3年に創立40周年を記念して社会の

お役に立てることとして献血活動を始めました。�

　毎年6月の創立記念月を『献血の月』とし、福岡県赤

十字血液センターにおいて行員による成分献血を実施

しております。�

9

・お問合せ先�

本店�ア�ト�リ�ウ�ムの開放 

月曜日から金曜日� 
土曜日・日曜日・祝日�

午前8時～午後9時�

午前9時～午後5時�

ご�利用時間  ・� 

　当行は、地域の生活文化をサポートし、つねに皆さまの

お役に立てることを願っております。その一環として、当

行本店にアトリウムを設け、皆さまのくつろぎのひととき

を演出する空間として、また、コンサートや展示会などの

アートスペースとして無料で開放しております。�

　どうぞ、皆さまの個性と感性を伝えるギャラリーとして

ご活用ください。�

　催し物の開催予定はホームページでご紹介しておりま

す。�

8

アトリウム�
とは？�
��� 
 

本来は古代ローマの建築様式で「中庭」を意味しており

ますが、陽光を採り入れるようにデザインした建築は世

界的なトレンドを形成しております。�

福岡中央銀行アトリウムは快適な空間として、お待ち合

わせなどどなたでもご自由にご利用いただけます。�

・ 

・ 

・ 

　福中銀ふれあいプラザ�
　 TEL 092－751－4667�
   （受付：月曜日から金曜日　午前9時～午後5時�

　           ただし、銀行休業日を除きます）�

12



地域の皆さまとともに�

CD・ATMの提携によるサービスのご提供����

　当行に公的年金受取口座をご指定いただくと、こんな

素敵な特典をご用意しております。�

●いくつになってもうれしい！お誕生日プレゼントをお届

けいたします！�

　　毎年のお誕生日には、お誕生日プレゼントをお届けし

ます。�

�

�

●スーパー定期預金の金利を優遇！「年金定期」�

　　お一人さま100円以上100万円まで、預入時のスー

パー定期1年ものの店頭表示金利より優遇した金利で

定期預金をお預かりいたします。�

　　お取扱い期間　平成21年3月31日まで�

　※中途解約の場合は、預入時の店頭表示金利に基づく

　当行所定の中途解約利率が適用されます。�

12

年金受取口座指定のお客さまにサービスのご提供�11

 

　当行は、皆さまが便利にご利用いただけるように、福岡

銀行、西日本シティ銀行、佐賀共栄銀行、長崎銀行、熊本

ファミリー銀行、豊和銀行、宮崎太陽銀行、南日本銀行、

沖縄海邦銀行とCD・ATMの手数料無料提携を行ってお

りますので、提携先のCD・ATMもご利用ください。�

　無料で利用できるお時間は、銀行休業日を除く月曜日

から金曜日の午前8時45分～午後6時です。�

・ お引き出しについては、個人のキャッシュカード（ロー

ンカードを含む）のみご利用可能で、通帳でのお引き出

しはできません。�

・ 自動サービスコーナーによって、ご利用可能な曜日

や時間が異なります。�

・ 共同コーナーには手数料無料化の対象とならない

コーナーがあります。�

・ 銀行休業日や延長時間帯におけるご利用の際には、

各行所定の時間外手数料が必要となります。�

・� 

福岡県「子育て応援宣言」に登録�10

　福岡県では、子育てをしながら引き続き能力を活かし

て働くことが出来る社会の実現を目指し、「子育て応援宣

言」登録企業を広く求めています。�

　当行もその趣旨に賛同し、以下の宣言を行いました。�

●子育て応援宣言書�

　我が社は、従業員が出産・育児期を通して十分な子

育てをしながら、引き続きその職務能力が発揮できる

よう、次の取組みを行うことを宣言します。�

●取組内容�

・ 毎週水曜日の早帰り日を推進し、子どもとのふれあい

を大切にします。�

・ 配偶者の出産時休暇制度を奨励します。�

・ 子ども看護休暇制度の周知を図ります。�

地
域
の
皆
さ
ま
と
と
も
に�
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地域の皆さまとともに�

地
域
の
皆
さ
ま
と
と
も
に�

ＣＤ・ＡＴＭを利用した犯罪被害防止策の実施�

　当行は、地域の皆さまにキャッシュカードを安全にご利

用いただけるよう、セキュリティの強化に努めております。�

　当行は店舗の建替やリニューアル等を随時行い、お客

さまに心地よく便利にご利用いただける店作りに努めて

おります。�

●雑餉隈支店が新築建替オープン�

　雑餉隈支店は、新築建替工事に伴い仮店舗にて営業

しておりましたが、平成20年5月12日（月）より新店舗

にて営業開始いたしました。�

現住所　福岡県福岡市博多区竹丘町二丁目1－5�

ＴＥＬ　092－581－3731�

●新室見支店が移転オープン予定�

　新室見支店は、店舗を移転し平成20年8月11日（月）

より新店舗にて営業いたします。�

現住所　福岡県福岡市西区石丸1丁目12－23�

新住所　福岡県福岡市西区石丸1丁目14－12�

ＴＥＬ  092－882－0711�
　　　　（移転後も電話番号は変わりません）�

�

�

�

・ ＡＴＭでの１日１口座あたりのご利用限度額を現金の

お支払は50万円、お振込は200万円としておりま

す。�

・ お客さまご自身がＡＴＭで１日１口座あたりのご利用

限度額や暗証番号の変更ができます。また、営業店

窓口での変更もできます。�

・ 暗証番号変更時、生年月日等類推されやすい暗証番

号の登録を制限しております。�

・ のぞき見防止のため、ＡＴＭタッチパネルに遮光フィ

ルターを貼付し、後方確認のためのミラーを設置し

ております。�

カード・通帳・印鑑等をなくされた時のご連絡先�

●月曜日から金曜日　午前9時～午後5時�

　お取引店または当行本支店�
　（電話番号は22ページの「店舗・ＡＴＭのご案内」をご覧ください）�

●銀行休業日および上記以外の時間帯�

　福岡中央銀行ＣＤ監視センター�

　　TEL 092－751－5036

13

店舗の建替・リニューアル�

雑餉隈支店�

14
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主要な業務の内容�
当行は、お客さまの多様化・高度化するニーズに的確に対応し、満足してお取引きいただけるよう以下の業務を取扱っており�
ます。�

預金業務�
預金�

譲渡性預金�

　当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住者円預金、外貨預�
　金等を取扱っております。�

　譲渡可能な定期預金を取扱っております。�

貸付�

手形の割引�

貸出業務�

　手形貸付、証書貸付および当座貸越を取扱っております。�

　銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形の割引を取扱っております。�

商品有価証券売買業務�
　国債等公共債の売買業務を行っております。�

有価証券投資業務�
　預金の支払準備および資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。�

内国為替業務�
　送金為替、当座振込および代金取立等を取扱っております。�

外国為替業務�
　輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。�

代理業務�

　�

�

�

�

�

保護預りおよび貸金庫業務�

有価証券の貸付�

債務の保証（支払承諾）�

金の売買�

公共債の引受�

国債等公共債および証券投資信託の窓口販売�

保険商品の窓口販売�

附帯業務�

　1.日本銀行歳入代理店および国債代理店業務�

　2.地方公共団体の公金取扱業務�

　3.住宅金融支援機構等の代理店業務�

　4.株式払込金の受入代理業務および株式配当金、公社債元利金の支払代理業務�

　5.中小企業金融公庫等の代理貸付業務�

業
務
の
ご
案
内�

・ 

・ 

・ 

・ 
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業
務
の
ご
案
内�

・�

・�

当行では、皆さまの大切な財産を安全有利にお預りする、いろいろな預金商品を取扱っております。�

目的やライフプランに合わせてお選びいただき、ご利用ください。�

当座預金、納税準備預金、通知預金もお取扱いしております。�・�

給与�、�年金�の�自�動受取�、�電気�、�ガス�、�電話�な�ど�各種料金�の�自�動支払�に�便�
利な�口�座�です。� 
 

 
 
金額階層別�に�6段階�で�金�利�が�設定�さ�れ�ま�す�。�普通預金�の便利�さ�と�定�期�
預金�の�よ�う�な�有利�さ�を�兼�ね�備�え�た預金�で�す。（個人の方のみ）�
 
1冊�の通帳�に�普通預金�、�定期預金�、�自�動融資�の3つ�の�商品�が�セットされ�
た便利�な口座�で�す�。� 
定期預金�の90%（最高限度額300万円）�まで�自�動�的�に�お�借�入（払出）で�
きます。（個人の方のみ）�
 
 
 
1冊�の通帳�に�普通預金�、�貯蓄預金�、�定期預金�を�ま�と�め�た多機能（マルチ）�
通帳です。残高に応じて「普通預金」から「貯蓄預金」へ、「貯蓄預金」�
から「普通預金」へ預金を自動的に振替える有利なスイングサービス�
もご利用いただけます。（個人の方のみ）�

 

定期預金で毎月積立て、さらにボーナスも併用積立できる預金です。満�
期、積立額など自由な積立プランもあります。�

利息のつかない普通預金です。�
預金保険制度の対象となり全額保護されます。�

勤労者�の財産づくりに、�給与天�引�で�定期的�に�積�立�で�き�ま�す�。�  

 
年金�タ�イ�プ�の�財形預金�で�す�。�お受�取り�は60才以降指定口座�に�振�込�、�非�
課税扱�い�が�退職後�も�継続。�財形住宅預金�と�併�せ�て�550万円�ま�で�は�非�
課税扱�い�が�で�き�る�有�利�な�預金�で�す�。� 
 
 
勤労者�の�マ�イ�ホ�ー�ム�の新築�、�購入�、�中古住宅購入�の資金�づ�く�り�の預金�で�財�
形年金�預金と併せて550万円までは非課税扱いができる有利な預金です。�
 

 
 
大口余裕資金�の運用�に�ご�利�用�く�だ�さ�い。� 
 
 
 

 
自�動継続�、�自�動融資�も�可能です。� 
一部解約型�も�あります。（複利型のみ）�
 

1年経過後は、満期日を自由に指定できる便利な預金です。利息は1年�
ごとの複利で、満期日にまとめて計算します。（個人の方のみ）�

定額式�の積立�で�す�。�お�積立期間�に�よ�り�、�有利�な利率�が�適用�さ�れ�ま�す�。� 

預金利息�の受取�サ�イ�ク�ル�を�1カ�月�、�2カ月�、�3カ月�、�6カ月�ご�との�4種類�
の中�か�ら�選択し、その�指�定�に�よ�り�、�預入期間中�に�利�息�を分割して受け取�
ることができる預金です。（個人の方のみ）�

お預入れ期間中、6カ月ごとに金利を見直す定期預金です。�

6カ月経過後は、満期日を自由に指定できる便利な預金です。利息は�
6カ月ごとの複利で、満期日にまとめて計算します。（個人の方のみ）�

種　　　類 し�く�み�と�特�色� 期　　間 お預�け入�れ金額 

 
1円以上 
 
 

1円以上 

 
 

1円以上 

 
 

1円以上 
 

以後100円以上�

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 100円以上 

原則として�
1千円以上�

原則として�
1千円以上�

原則として�
1千円以上�

   

 

 
 1,000万円以上 

 
 
1,000万円以上 

 
 
100円以上 

 
 
 

100円以上 
300万円未満 

 

月�掛金1千円以上 

 
1,000万円以上 

 
 
 100円以上 
 

 
100円以上 

出し�入�れ�自�由� 

 
出し�入�れ�自�由� 

 

 
出し�入�れ�自�由� 

 
普通預金 
出し�入�れ�自�由� 

定期預金 
1カ月�～�5年� 

 
 
 
 
 
 
 

6カ月～5年�

3年以上 

 
 

5年以上 
 
 
 

5年以上 
 
 

 2週間�～�2年 

 
 

1カ月�～�5年 

 
 

1カ月�～�5年 
 
 
 

最長3年 
（�据置1年�）� 

 

1年�～�5年 

 
1年�～�5年 

 
 

1年�～�3年 

最長5年 
（�据置6カ�月�）� 

 
普 通 預 金  
 
 
決 済 用 普 通 預 金  

 
 
貯 蓄 預 金  

 
 
普 通 預 金  
　 ＋ 　 � 
定 期 預 金  

 
 
普 通 預 金  
　 ＋ 　 �
貯 蓄 預 金  
　 ＋ 　 �
定 期 預 金  

 
 
 積 立 定 期 預 金 �

  

一 般 財 形 預 金  

 
 
財 形 年 金 預 金  
 
 
 
財 形 住 宅 預 金  

 
 
譲 渡 性 預 金  
（ N C D ） � 
 
自�由金利型定期預金  
（� 大 口 定 期 �） � 
 
自�由金利型定期預金  
M 型 �
（ ス �ー �パ �ー 定 期 �）� 

期 日 �指 定 定 期 預 金  

定 期 積 金 �
（ ス �ー �パ �ー 積 金 �）�

 
 
利 息 分 割 受 取 型  
定 期 預 金  
 
 
変 動 金 利 定 期 預 金  
 
 

据 置 型 定 期 預 金  

預 金 商 品  

総�
合�
口�
座�

 

マ�

ル�

チ�

通�

帳�

 

財�

形�

預�

金� 

普通預金 
出し�入�れ�自�由� 
貯蓄預金　 
出し�入�れ�自�由� 
定期預金　 
1カ月�～�5年 
 

1円以上 
 

1円以上 
 

新規1万円以上 

以後100円以上�
新規1万円以上 
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業
務
の
ご
案
内�

商品�ご�利�用�に�あ�た�っ�て�の留意事項 

・�事業応援ローンを除いて、すべて保証会社、保証機関の保証を得られる方が対象となります。�
また�、�各種�ロ�ー�ン�等�の�ご�利用�に�あ�た�り�ま�し�て�は�、�ご�契約上�の規定�、�ご�返済方法（返済日、返済額など）、�� ���� ����ご�利用限度額�、�金利変動�ル�ー�ル等�に�十�分�ご�留意�く�だ�さ�い�。� 

（各店舗の住所・電話番号は、22ページの「店舗・ATMのご案内」をご覧ください）�
・�ご相�談は�本支店窓口�で�承�っ�て�お�り�ま�す�。�お気�軽�に�お�たずねください。�

あ�

な�

た�

の�

プ�

ラ�

ン�

に�

あ�

わ�

せ�

て� 

使�
い�
み�
ち�
は�
原�
則�
自�
由� 

教�
育�
に� 

事�

業�

の�

発�

展�

に�

ロ ー �ン の �名 称  担 　 保  保 証 人  

不要 

原則�と�し�て�不�要（200万円超は必要）�

原則�と�し�て�不�要（200万円超は必要）�

原則�と�し�て�不�要（200万円超は必要）�

不要 

不要 

不要� 

不要� 

不要 

 

融資対象不動産 

不要 

不要 

不要 

不要 

不要 

不要 

不要 

不要 

不要 

不動産 

不要 

不要 

不要 

不要 

不要 

融資対象不動産 

不要 

不要 

新 型 住 宅 �ロ �ー �ン � 

リ フ �ォ �ー �ム �ロ �ー �ン � 

リフ�ォ�ー�ム�ロ�ー�ン�グ�レ�ードアップ�

公的資金借�

災 害 復 旧 ロ ー ン �

り�換�え�ロ�ー�ン� 

スッ�キ�リ�一本化�ロ�ー�ン� 

スー�パ�ー�パー�ソ�ナ�ル�ロ�ー�ン� 

パ ー �ソ�ナ �ル �ロ �ー �ン �

 

給 振 �・�財 �形 �ロ �ー �ン �  

フ リ �ー �ロ �ー �ン � 

ワ イ �ド �ロ �ー �ン � 

オ ー �ト �ロ �ー �ン � 

快速�ポ�ケ�ッ�ト�ロ�ー�ン� 

カー�ド�ロ�ー�ン�A C E  

カー�ド�ロ�ー�ン�Y E S  

教 育 �ロ �ー �ン � 

ア パ �ー �ト �ロ �ー �ン � 

事 業 応 援 �ロ �ー �ン � 

事 業 応 援ローンワイド� 

 

 

ご�融 資 額  

100万�～�6,000万円 

50万�～�500万円 

10万�～�500万円 

10万�～�600万円 

10万�～�300万円 

50万�～�300万円 

10万�～�300万円 

10万�～�300万円 

10万�～�300万円 

10万�～�300万円 

100万�～�1億円 

10万�～�300万円 

10万�～�90万円 

20、�30、�50、�100、�200万円 

20、�30万円 

10万�～�300万円 

300万�～�2億円 

100万�～�1,000万円 

100万�～�3,000万円 

期 　 間  

1年�～�35年 

6カ�月～�10年 

6カ�月～�10年 

1年�～�12年 

1年�～�7年 

1年�～�7年 

6カ月�～�7年 

6カ月�～�7年 

6カ月�～�7年 

6カ月�～�8年 

1年�～�30年 

6カ月�～�7年 

1年毎�自�動更新 

1年毎�自�動更新 

1年毎�自�動更新 

 

1年～�30年 

3年・5年 

5年以内�

当行�で�は�、�皆さ�ま�の�よ�り�豊�か�な�暮�ら�し�やビ�ジ�ネ�ス�に�役�立�つ�よ�う�、�各種�ロ�ー�ン�を�ご�用�意�い�たし�て�お�り�ま�す�。� 

お気�軽�に�ご相談ください。� 

福中銀ロ�ー�ン 

6カ�月～�10年 
（�据置期間�を含�む�）� 

 

 

個人�・�・�・�不要 
法人�・�・�・�代表者 

 個人�・�・�・�不要 
法人�・�・�・�代表者 

 不要 スー�パー事業応援�ロ�ー�ン� 　　　法人100万～2,000万円�
個人事業者100万～1,000万円�

1年�～�7年 個人�・�・�・�原則として不要 
法人�・�・�・�代表者 

 個人�・�・�・�不要 
法人�・�・�・�代表者 

マ
イ
ホ
ー
ム
づ
く
り
に�

カ
ー
ド
ロ
ー
ン�

原則として不要�

原則として不要�

原則として不要�

原則として不要�

原則として不要�

原則として不要�

代表者�

原則として不要�

（配偶者がいない場合法定相続人）�
配偶者�

・�

ト ラック 担 保 ロ ー ン� 7年以内� トラック・バス�
特殊自動車　等�

車両購入金額または�
担 保 評 価 額 を 限 度 �
（100万円以上）�

動 産 担 保 ロ ー ン�
運転資金5年以内�
設備資金7年以内�

工作機械�
印刷機械�
建設機械　等�

担 保 評 価 額 を 限 度 �
（500万円以上）�
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業
務
の
ご
案
内�

（注）�時期等�に�よ�っ�て�は�取扱って�い�な�い�商品�も�あ�り�ま�す�。� 

新�

発�

公�

共�

債� 

国�
　�
債� 

10年間の確定利付債券で、長期の資産運用に適しております。�
 
期間�が�比較的短�く�、�資金�の必要時期�に�合�わ�せ�た運用�が�可�能�で�す�。� 
 
金利の変化に合わせて6カ月毎に見直される変動利付型（10年）�
と固定利付型（5年）があります。債券価格は変動しません。� 
 
確定利付債券�で�す�。� 

 
既に発�行�さ�れ�てい�る�国�債�、�地方債�、�政府保証債（既発債）�を売買�いた�し�ま�す�。�売買�条件�は�、�その�時々�の相場実勢�に�し�た�
がい�決�定します。�����  
 

種　　　類 内　容　・　特　色 期　間 

10年 
 

2年・5年 ��
 

5年・10年 
 

5年・10年 

長期利付国債 
 
中期利付国債 

 
個人向�け�国債  
 

政 府 保 証 債  
地 方 債  
 

 
既 発 公 共 債 �

 
 

お取扱い金額 

 
5万円単位 

 
 

1万円単位 
 

10万円単位 

地域�の皆�さ�ま�の国際金融�ニ�ー�ズ�に�お�応�え�す�る�た�め�、�国際業務を展開しております。ご利用ください。�

貿�
　�
易� 

海�
外�
送�
金� 

外 

貨 

両 

替�
 

輸出手形・��小切手�の取立�、�買取等�の�お�取�扱�い�をい�た�し�ま�す�。� 

輸入信用状�の発行�、�輸入�ユ�ー�ザ�ン�ス�、�輸入取立手形�の決済等�の�お�取扱�い�を�いた�し�ま�す�。� 
スタ�ンド��バ�イ�信用状�の発行�の�ほ�か�、�外貨借入保証�、�入札保証�、�契約履行保証等�、�各種保証�の�お�取扱�い�を�い�
たし�ま�す�。� 

お使い�み�ち�の�自�由�な外貨建�の�ご�融資�を�い�た�し�ま�す�。� 

米ドル等に��よ�る�外貨普通預金�、�外貨定期預金�の�お�取扱�い�を�いた�し�ま�す�。�利率�は�お�預入�れの時期�、�預金�の�
種類�に�よ�り�異�な�り�ま�す�。� 
 
 
左記海外送金�の�お�取扱�い�が�で�き�ま�す�。� 

 

日本�円を�米ドル等主要通貨�� の外国通貨�、�旅行小切手�に�交�換�い�た�し�ま�す�。�また�、�海外�か�ら�お�持�ち�帰�り�の�外国�
通貨�、�旅行小切手�を�日�本�円�に�交換�いた�し�ま�す�。� 

世界33通貨の外国紙幣および6通貨の旅行小切手を、ご指定の場所までご指定の時間帯にお届けする�
三井住友銀行との提携によるサービスです。�

 

項　　　目 内　　　容 

輸 出 関 係  
 
輸 入 関 係  
貿 易 関 係 保 証  

外 貨 融 資  
 
外 貨 預 金  

送金小切手（��DD）� 
電 信 送 金（ �� T T ）� 
送 金 �お �支 �払 �い � 

外 国 通 貨  
旅 行 小 切 手  

外貨宅配サービス�

輸出入決済�、�外貨融資�、�外貨預金�に�つ�い�て�先物為替予約�の�お�取扱�い�を�いた�し�ま�す�。� 先 物 為 替 予 約  

地域の皆さ�まの�資産運用�ニ�ー�ズ�に�お�応�え�す�る�た�め�債券運用�サ�ー�ビ�ス�の拡充�に�努め�て�ま�い�り�ま�す�。�

証 券 業 務  

国 際 業 務  

お客さまの資産運用をお手伝いするために、投資信託の窓口販売をしております。�

投資信託窓口販売業務�

※投資信託は預金ではなく、預金保険の対象ではありません。また元本保証および利回りの保証もありません。�
※投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行い、銀行が行うものではありません。�
※投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客さまに帰属します。�

野村アセットマネジメント�

大和投資信託�

株式インデックス225

好配当日本株式オープン�

ダイワ外 債ソブリン �
オープン（毎月分配型）�

商 品 名 � 投 信 会 社 �

大和投資信託�

ダイワ・マルチアセット・�
ファンド・シリーズ�
＜愛称：ミルフィーユ＞�
（奇数月分配型）�

インカム重視型�

安 定 重 視 型 �

成 長 重 視 型 �

商 品 名 � 投 信 会 社 �
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種　　　類 内　　　容 

自�動 支 払 サ �ー �ビ �ス � 
 
自�動 受 取 サ �ー �ビ �ス � 
 

 
 
キャ�ッ�シ�ュ�サ�ー�ビ�ス� 

 

　 
ATMでの定期預金預入 
 
 
テレ �ホ �ン �サ �ー �ビ�ス � 
ファ�ク�シ�ミ�リ�サ�ー�ビ�ス� 
 
イン�タ�ー�ネッ�ト・モバイル�
バン�キン�グ（�個�人�用�）� 
ビジ�ネスネ�ッ�トバ�ンキ�ン�グ� 
（法人�・�個人事業者用） 
パ ソ �コ �ン �サ �ー �ビ �ス � 
スー�パ�ー�パ�ソ�コ�ン�サ�ー�ビ�ス� 
マ イ �テ �ィ �ホ �ン � 
 
定額�自�動送金サ�ー�ビ�ス� 
 
貸 金 庫  
 
夜 間 金 庫  
 
Q ネ �ッ �ト �サ �ー �ビ �ス � 
 
デビ�ッ�トカ�ー　�ド�サ�ー�ビ�ス� 

※ 

各種�サー�ビ�ス� 

電気�、�電話�、�水道�、�NHK、�ガス�など�の公共料金�を�ご�指定�の預金口座�か�ら自動的にお支払いいたします。�
 
給料・��各種年金�、�配当金�が�お�客さまの預金口座に自動的に振込まれます。�
 
当行のキャッシュサービスコーナーで、ご預金のお預入れ（ATMのみ）、お引き出しや残高照会ができます。�

� � �

（法人キャッシュカードは、当行のキャッシュサービスコーナーのみご利用いただけます）�

また、全国の第ニ地方銀行・都市銀行・信託銀行・地方銀行・信用組合・信用金庫・農協・労働金庫、および�

　�入金ネット加盟金融機関およびゆうちょ銀行については、キャッシュサービスコーナーでお預入れ（ATM�
のみ）ができます。�

ゆうちょ銀行のキャッシュサービスコーナーでも、お引き出しや残高照会ができます。�  

 

ATMで、お客さまが定期預金の期間を選択することにより、総合口座通帳や定期預金通帳への定期預金預入�
れができます。窓口時間外でも定期預金の預入れができ、大変便利です。（ただし初回に限り店頭での定期預�
金のお預入れが必要です）�

� �

振込�の入金通知�、�お客�さまからの振込照会、残高照会を電話やファクシミリを通じてコンピューターが自動�
的に行�う�サ�ー�ビス�です。� 
 
お客�さまがパソコンや電話機などで、振込・振替や取引明細照会・残高照会ができるサービスです。インタ�
ーネットバンキングはパソコンから、�モバ�イ�ル�バ�ン�キ�ン�グ�は�携帯電話からご利用いただけます。また、パソコン�
サ�ー�ビ�ス�とス�ー�パ�ーパ�ソ�コ�ン�サ�ー�ビ�ス�は�とも�に�パソコンから、�マイ�ティ�ホン（ホームユース）は多機能電話�
からご利用いただけます。�
（イ�ン�タ�ー�ネット・�モバ�イ�ル�バ�ン�キ�ン�グ�と�ビ�ジ�ネ�ス�ネ�ッ�トバ�ンキ�ング�の併用契約�は�で�き�ま�せん）� 
（パソコ�ンサ�ービ�スと�スー�パー�パ�ソ�コ�ン�サ�ー�ビ�ス�の併用契約�は�で�き�ま�せん）�

 

 
家賃�の�お�支払�い・仕送り��� �な�ど�の�毎月�決�ま�っ�た�金額�を自動的に送金いたします。�

 

 
預金証書�、�有価証券�、�権利書�、�貴金属�な�ど�の貴重品�の保管�に�ご�利�用�く�だ�さ�い。�
 
売上代金�な�ど�を銀行�の営業時間外�で�も�安全�に�お�預�か�り�し�ま�す�。� 
 
家賃�や�売掛金等�の�自�動振替�に�よ�る�代金回収�サ�ー�ビ�ス�で�す�。� 
 
お買�物や�ご�飲�食�の�際�に�、�当行�のキ�ャ�ッ�シ�ュ�カード�で�直接�お�支払�い�いた�だ�け�る�サ�ー�ビ�ス�で�す�。� 

※保険商品は預金ではなく、預金保険の対象ではありません。�
※保険商品は、払込み保険料額が保証されている商品ではありません。�

お客さまの多様なニーズにお応えできるよう、保険商品の窓口販売をしております。�

生命保険商品の中でも運用を重視した「変額個人年金保険」と、貯蓄重視の「定額個人年金保険」を販売�
しております。�

「住宅ローン関連の長期火災保険」と「年金払積立傷害保険」を販売しております。�

生 命 保 険 商 品 �

損 害 保 険 商 品 �

保険窓口販売業務�

種　　　類 内　　　容�

業
務
の
ご
案
内�

業 務 の �ご �案 内 �
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手
数
料
の
ご
案
内�

内国為替  

他行�あ�て� 本支店�あ�て� 自店�あ�て� 項　　　目 

項　　　目 

預金関係  

（�平成20年7月�1日�現�在�）� 
手数料については、消費税込の金額で表示しております。�

住�
宅�
ロ�ー

�

ン� 

（注3）別途担保設定についての実費相当額が必要です。�
（注2）自動車所得税及び自動車税の見込み額＋10,000円（1台毎）�
（注1）不動産担保取扱は新規設定・増額設定・追加設定について申し受けいたします。�

（注）あらかじめ証明日などのご指定を受け、定期的に証明書を発行します。�

（注1）枚数は、おつりを含む両替後の合計枚数となります。�
（注2）両替機でのお取扱い1回あたりの表示となります。�
（注3）金種によっては限度枚数までの両替ができない場合がございます。�
（注4）手数料をお支払いいただく際には別途100円硬貨が必要となります。（100円硬貨以外はご使用できません）�

融資関係  

返済予定表再発行 

一 部 � 
繰上返済� 

全 額 � 
繰上返済� 

返 済 条 件 �・ �金 �利 の 変 更  

 
基 本  
手数料�

 

 

 
追 加  
手数料  

固定金利型�で�固定金利期間中 

上記以外 

固定金利型�で�固定金利期間中 

上記以外 

 

 
一般貸金�（�設定1件�に�つ�き）� 

住宅貸金�（�設定1件�に�つ�き）� 

複数の法務局�で�共同担保設定 
する�場合 

 
山口、�大分、�熊本、�佐賀の各県�を�除�
く県�外の物件�に�担保設定�す�る�場合 

金額 単位 

1件 

1枚 

1件 
1件 
1件 
1件 

1契約�
既存車両�
新規購入�

210円 

1,050円 

31,500円 

5,250円 

42,000円 

5,250円 

5,250円 

31,500円 

42,000円 

31,500円 

 

 

 

 

 

 

 

 

法務局が1カ所�
増える毎に� 

1設定につき� 

法務局が1カ所�
増える毎に� 
 

項　　　目 

金額 単位 項　　　目 

保管業務  

金額 単位 項　　　目 

10,500円 

31,500円 

31,500円 

15,750円 
15,750円 
15,750円 
15,750円 

52,500円 

不　要 

福中銀事業応援ローン取扱い手数料�
福中銀事業応援ローンワイド取扱い手数料�
福中銀トラック担保ローン取扱い手数料�

福中銀トラック担保ローン�

福中銀動産担保ローン取扱い手数料�

福中銀動産担保ローン(注3)

諸証明書関係  

預金�・�融資残高証明書 

継続発行 

都 度  

発 行  

英文残高証明書 

支払利息証明書 

預金取引受払明細 

代金取立手形残高証明書 

担保手形残高証明書 

保護預�り�債券残高証明書 

当行制定外帳票�で�の�証明書 

保有個人�デ�ー�タ�開示請求 

融資証明書 

 

 

証明�日�が�依頼�日�以�降�ま�た�は�依頼�日�か�ら�1カ�月�以内の証明書� 

証明�日�が依頼�日�か�ら�1カ�月�を�超�え�遡�る�証明書 

 

金額 単位 

 

1通 

1通 

1通 

1通 

1通 

1口座 

1通 

1通 

1通 

1通 

1通 

1通 

 

315円 

420円 

525円 

525円 

525円 

525円 

525円 

525円 

525円 

1,050円 

1,050円 

10,500円 

項　　　目 

「紙幣・硬貨」への両替手数料�

1～49枚 

50～500枚 

501～1,000枚 

1,001枚以上 

両替後お取扱い枚数（注1）� 金額�
無料�　�

100円�

200円�

300円�

（注1）お取扱い枚数は両替前・両替後のいずれか多い方の枚数とさせていただきます。�
　      したがって、高額の金種にまとめる両替についても手数料をいただきます。�
（注2）同一金種の新しい紙幣への両替、汚損した硬貨の両替、記念硬貨の両替について�
　　　はこれまでどおり無料です。�

1～49枚 

50～500枚 

501～1,000枚 

1,001枚以上 

お取扱い枚数（注1）�

（2）窓口利用�

（1）両替機利用（両替機設置店舗のみ）�

金額�
無料�　�

315円�

525円�

1,050円�

テレホンサービス 

ファクシミリサービス 

マイティホン 

パソコンサービス 

スーパーパソコンサービス 

インターネットバンキング・モバイルバンキング（注1）�

項　　目� 

無料 

1,050円 

1,050円 

1,050円 

1,050円 

無料 

1,050円 

5,250円 

月額基本手数料 

（注）�

福中銀ビジネスネット 
バンキング 

照会、振込・振替サービス 

一括伝送サービス（注2） 

5,000万円未満 

5,000万円以上 

同地 隔地 その他（他行）� 

1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 
1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 

1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 
1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 
1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 
1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 
1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 

52円 
105円 
315円 

52円 
105円 
210円 
52円 
105円 
210円 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
無料 
52円 
105円 
210円 

無料 
420円 
420円 

1件につき　1,050円 

105円 
210円 
420円 

420円 
525円 
735円 
315円 
420円 
630円 

315円 
420円 
630円 
315円 
420円 
630円 
315円 
315円 
525円 
315円 
420円 
630円 
315円 
420円 
630円 

105円 
105円 
315円 

1万円未満 
1万円以上3万円未満 
3万円以上 

52円 
105円 
105円 

315円 
315円 
525円 

105円 
105円 
210円 

105円 
105円 
315円 
105円 
105円 
210円 
105円 
105円 
315円 
105円 
105円 
315円 

630円 
630円 
630円 

1,050円 

840円 

取立手形 至急 

普通 
担保手形 
割引手形 
振込・送金 
代金取立手形�・�担保手形�・�割引手形 

振�

　�
　�
　�
　�

込�

 

Ａ
 
T
 
M

 

定額自動送金 

窓口利用 
電信扱 

当行の�
キャッシュ�
カード�
利用�

他行の�
キャッシュ�
カード�
利用(注)

インターネット 
バンキング 
モバイル 
バンキング 

マイ�テ�ィ�ホ�ン� 
パソ�コ�ン�サ�ー�ビ�ス� 
スー�パ�ー�パ�ソ�コ�ン�サー�ビ�ス� 
ビジ�ネ�ス�ネ�ッ�トバ�ンキ�ン�グ� 

現金 
利用 

窓口利用 
文書扱� 

（付帯物件付）� 

組　　　　戻 

不渡手形返却料 
取立手形店頭呈示料 

手形・小切手 
帳の発行 

当行及び手数料無料�
提携行カード(注1)使用�
お引出し手数料 

他行カード使用 
お引出し手数料 

貸金庫 
自動 

簡易貸金庫 
基本料金 
専用入金帳発行手数料 

容　量 
小 
中 
大 

年間 

年間 
月額 
1冊 

年間 

夜間金庫 

保護預り 

ゆうちょ銀行カード使用（注2）�
通常貯金お引出し、 
お預入れ手数料 

当座小切手帳 
手形帳（約束手形・為替手形） 
口座開設 
手形決済 
入金帳発行 

1冊 
1冊 
 
1枚 
1冊 
1枚 
1件 

525円 
630円 

3,150円 
525円 

1,050円 
525円 

1,050円 

 
105円 

 
210円 
105円 

　 
210円 

　 
105円 

　 
210円 

9,450円 
18,900円 
37,800円 
9,450円 
9,450円 
6,300円 

1,260円 
年間 公共債保護預り� 無 料�

平日8：�00～8：�45 
平日18：�00以降 
土曜�・�日曜�・�祝日 
平日8：�00～8：�45 
平日8：�45～18：�00 
平日18：�00以降 
土曜�・�日曜�・�祝日 
平日8：�45～18：�00 
土曜9：�00～14：�00 
上記以外の時間帯�と�日�・祝�の全時間帯 

マル専口座 

CD・ 
ATM

自己宛小切手発行 
通帳・証書・キャッシュカード等再発行 

代�　�金�　�取�　�立 

（注1）窓口でご入金の手形・小切手のうち、遠隔地を支払場所とするものについては、代金取�
　　　立手数料を申し受けることがあります。�
（注2）同地とは、自店が属する手形交換所地域、隔地とは当行本支店が属する手形交換所地域�
　　　（同地を除く）。その他とはそれ以外の地域をいいます。�

(注1)手数料無料提携行…福岡銀行、西日本シティ銀行、佐賀共栄銀行、長崎銀行、熊本ファ�
　　　　　　　　　　  ミリー銀行、豊和銀行、宮崎太陽銀行、南日本銀行、沖縄海邦銀行�
(注2)当行のATMでゆうちょ銀行カードをご利用の場合。なお、ゆうちょ銀行のCD・ATMで�
　　 当行カードにて当行預金をお引出し、お預入の場合も同様。�

（注1）インターネットバンキング・モバイルバンキングは、平成21年3月31日まで無料。�
　　　平成21年4月からは月額基本手数料105円。�
（注2）一括伝送サービス手数料5,250円は月額基本手数料1,050円を含んだ金額です。� 

（注）ATMで他行キャッシュカードでのお振込の場合、別途お引出し手数料が必要です。�
※店番号が異なる支店と出張所の間のお振込みおよび定額自動送金は、本支店あてとして�
　お取扱いたします。�

(注2)
審査手数料及び
担保設定手数料�
（保証会社）�

不
動
産
担
保
取
扱(

注
1) 

ローンカード再発行�

サービス業務に関する手数料  
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手数料 のご案内�
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● 
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● 

● 
● 
● 
● 

● 
● 

● 
● ● 
● 
● 
● 
● 

● 
● 
● 

● 
● 
● 
● 
● 
● 

〈�直方市�〉� 直方市役所（CD）（2台）�
〈�田川市�〉� 田川市役所（CD）（2台）�

田川市立病院（CD）（2台）�
〈�朝倉市�〉� 朝倉市役所（CD）�

〈�福岡市中央区�〉�  

〈�福岡市城南区�〉�  

〈�福岡市博多区�〉�  

春日�市役所（CD）�

前原市役所（CD）�

〈�春日市�〉� 

筑紫野市役所（CD）�〈�筑紫野市�〉�  
〈�前原市�〉�  

志免町役場（CD）�
行橋市役所（CD）�

〈�糟屋郡志免町�〉� 
〈�行橋市�〉�  

本 店 営 業 部  
清 川 支 店  
平 尾 支 店  
馬 出 支 店  
香 椎 支 店  
博 多 支 店  
博 多 駅 東 支 店  
筑 紫 通 支 店  
雑 餉 隈 支 店  
西 新 支 店  
室見駅前出張所  
原 支 店 �
新 室 見 支 店  
長 尾 支 店  
七 隈 支 店  
野 間 支 店  
大 橋 支 店  
桧 原 支 店  
鶴 田 支 店  

前 原 支 店  
二 日 市 支 店 �
須 玖 支 店  
大 利 支 店  
ひまわり台出張所�
自 由 ヶ 丘 支 店 �
志 免 支 店  

小 倉 支 店  
門 司 支 店  
戸 畑 支 店  
黒 崎 支 店  
若 松 支 店  
行 橋 支 店  

飯 塚 支 店  
直 方 支 店  
田 川 支 店  

久 留 米 支 店  
久留米合川支店  
大 牟 田 支 店  
大 川 支 店  
八 女 支 店  
甘 木 支 店 �

地下鉄博多駅筑紫口地下1階�コ�ン�コ�ー�ス（ATM）�
福岡合同庁舎1階（CD）�
千鳥橋病院内（ATM）�

● 

南片江�テ�ン�グ�ッ�ド片�江�ビ�ル1階（ATM）�● 

092ー751ー4433 9：00～17：00

9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00

9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00

9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00
9：00～17：00

9：00～17：00

9：00～17：00

9：00～17：00

9：00～17：00

092ー521ー0531 
092ー531ー4635 
092ー651ー6961 
092ー681ー2136 
092ー281ー5107 
092ー411ー7461 
092ー451ー2851 
092ー581ー3731 
092ー821ー3061 
092ー851ー4344 
092ー851ー6261 
092ー882ー0711 
092ー861ー0211 
092ー862ー3871 
092ー541ー4534 
092ー541ー6365 
092ー512ー8911 
092ー565ー7398 

092ー324ー4371 
092ー922ー6731 
092ー572ー1321 
092ー581ー6051 
092ー925ー9771 
0940ー33ー3321 
092ー937ー1211 

093ー561ー4985 
093ー321ー3861 
093ー871ー4524 
093ー631ー4538 
093ー761ー4723 
0930ー23ー2381 

0948ー22ー2380 
0949ー22ー2110 
0947ー42ー3111 

0942ー33ー7391 
0942ー43ー1091 
0944ー52ー4246 
0944ー87ー3200 
0943ー23ー2181 

〒�810ー0041 
〒�810ー0005 
〒�810ー0014 
〒�812ー0054 
〒�813ー0013 
〒�812ー0026 
〒�812ー0013 
〒�812ー0893 
〒�812ー0878 
〒�814ー0002 
〒�814ー0015 
〒�814ー0022 
〒�819ー0025 
〒�814ー0123 
〒�814ー0133 
〒�815ー0041 
〒�815ー0033 
〒�811ー1355 
〒�811ー1352 

〒�819ー1116 
〒�818ー0072 
〒�816ー0863 
〒�816ー0952 
〒�818ー0134 
〒�811ー4163 
〒�811ー2207 

〒�803ー0812 
〒�801ー0856 
〒�804ー0082 
〒�806ー0026 
〒�808ー0034 
〒�824ー0003 

〒�820ー0068 
〒�822ー0017 
〒�825ー0012 

〒�830ー0017 
〒�839ー0809 
〒�836ー0842 
〒�831ー0016 
〒�834ー0063 
〒�838ー0068 

福岡市中央区大名二丁�目�12－1 
福岡市中央区清川一丁�目�12－3 
福岡市中央区平尾二丁�目�19－22 
福岡市東区馬出二丁�目�22－21 
福岡市東区香椎駅前二丁�目�9－6 
福岡市博多区上川端町3－4 
福岡市博多区博多駅東一丁�目�1－25 
福岡市博多区那珂一丁�目�22－3 
福岡市博多区竹丘町二丁�目�1－5 
福岡市早良区西新五丁�目�1－38 
福岡市早良区室見四丁�目�24－21 
福岡市早良区原六丁�目�21－31 
福岡市西区石丸一丁�目�12－23 
福岡市城南区長尾一丁�目�17－10 
福岡市城南区七隈三丁�目�1－24 
福岡市南区野間一丁�目�11－31 
福岡市南区大橋三丁�目�27－18 
福岡市南区桧原一丁�目�33－31 
福岡市南区鶴田二丁�目�22－5 

前原市前原中央一丁�目�5－1 
筑紫野市二�日�市中央五丁�目�8－3 
春日�市須玖南一丁�目�113 
大野城市下大利一丁�目�1－13 
太宰府市大佐野六丁目2－8 
宗像市大字�自�由�ヶ�丘五丁�目�975－11 
糟屋郡志免町南里四丁目11－7

北九州市小倉北区室町二丁�目�6－1 
北九州市門司区浜町2－18 
北九州市戸畑区新池二丁�目�10－11 
北九州市八幡西区西神原町2－30 
北九州市若松区本町二丁�目�3－28 
行橋市大橋三丁�目�6－7 

飯塚市片島一丁�目�1－14 
直方市殿町10－31 
田川市�日�の�出町3－5 

久留米市�日�吉町5－43 
久留米市東合川二丁�目�3－7 
大牟田市有明町二丁�目�1－1 
大川市大字酒見130－1 
八女市本村425－237
朝倉市甘木1818－1 0946ー22ー3900 

ソラリア�プラ�ザ�地下1階（CD）�� �   ● 
西鉄福岡駅2階�コ�ン�コ�ー�ス�北側（ATM）�
福岡市鮮魚市場会館1階（CD）�

●    

● 土曜�日�・�日曜日�・�祝日�稼動コーナー（9：00～17：00　ただしソラリアプラザのみ10：00～17：00）�

店 舗 一 覧  

店舗外�自�動�サ�ー�ビ�ス�コ�ー�ナ�ー 

自�動機器設置状況  

設 置 台 数  

店 内 

店 外 

種　　類 C　D ATM 合　計 

（単位：台） 

84

65

19

69 

65

4

15

0 

15

�

（平成20年7月1日現在）�

001

038
037
028
016
033
030
036

046
034
041
040
035
029
045

013

017
011
025
009
008
007

023
024

022
021
043
020

015
014

032
039
003
006
042
026
004
027
005
031
002

住　　　所�店　舗�
コード�

土曜日・日曜日・祝日�
A T  M  稼  動  時  間�

住宅金融支援機構�
取   扱   店 �

外貨両替�
取扱店�店 　 舗 　 名 � 電　話　番　号�郵便番号�

当行は福岡県内を営業地盤とし、中・小規模の企業・事業所と個人のお客さまを中心にした営業活動を展開しております。�

店
舗
・
A
T
M
の
ご
案
内
�
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店 舗 配 置 図 �

大分県�佐賀県�

熊本県�

福岡市�
前原�

須玖�
大利�

志免�

自由ヶ丘�

直方�

飯塚� 田川�

行橋�

甘木�

久留米合川�
久留米�

大川�
八女�

大牟田�

黒崎�

若松�

戸畑�
小倉�

門司�

ひまわり台�

二日市�

福岡市内�

新室見�

室見駅前�

原�

七隈�

桧原�

鶴田�

大橋�雑餉隈�

筑紫通�

野間�
平尾�

清川�

本店�

博多駅東�

馬出�

香椎�

博多�

西新�

長尾�

045 035

040

046

013
015

014

025

011
009

007

008

017

034

024

043

020

023

022

021

027

005

026

042

006
028

016

031

002

004
001

003039
036

032

033

030

037 038

041

029

（注）地図上の数字は店舗コードを表しております。�
　　 なお、詳細は当行ホームページをご覧ください。�

店
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A
T
M
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ご
案
内
�
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組織  

組
織
�

システム管理�

北九州本部 

顧客相談室 

事務指導 

事務集中室 

事務管理 

事務企画 

管財用度 

株式 

総務庶務�・�総務文書 

支　　店 

国際営業室 

市場営業室 

代理貸付 

中・�小企業経営支援 

資産査定 

審査 

融資企画 

ローンセンター�

貸出債権回収 

貸出債権管理 

秘書 

福利厚生 

人事�・�研修 

本店営業部 

公務室 

お客様サービスセンター�

業務渉外 

営業広告 

営業店指導 

営業企画 

広報 

コンプライアンス・リスク統合管理�

主計・�収益管理 

経営企画 

倫理・�法務監査 

資産監査 

業務監査 

監 査 役 会  

株 主 総 会  取 締 役 会  会 � 長 �  頭 取 

常 務 会  

事 務 部  

人事総務部 

国際証券部 

融資統括部 

営業統括部 

総合企画部 

内部統制室�

監 査 部  

常務取締役 常務取締役 常務取締役 

専務取締役 

（平成20年6月27日現在）� 

保険・投信窓販センター�

融資相談センター�
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役員  

取締役頭取�

専務取締役�

田中　克佳�

末松　　修� 

（�代 表 取 締 役 �）�

（�代 表 取 締 役 �）�

常務取締役�

常務取締役�

古賀　正三� 

今村　七生 

 

（注）�監査役進谷庸助、蔵野八郎および前川道　は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。�

取締役頭取�
（代表取締役）�

田中　克佳�

専務取締役�
（代表取締役）�

末松　修�

常務取締役�

今村　七生�

 取 締 役  力丸　光典�（�本 店 営 業 部 長 �）�

 取 締 役  國松　利行�（�営 業 統 括 部 長 �）�

 取 締 役  中島　健ニ�（�総 合 企 画 部 長 �）�

取 締 役  重冨　　信 （� ）�
事 務 部 長 兼 �
顧客相談室長兼�
事 務 集 中 室 長 �

常任監査役� 中村　満雄�（� ）�常　　　　　　勤�

監 査 役  進谷　庸助 （� ）�非　　　常　　　勤�

監 査 役   蔵野　八郎 （� ）�非　　　常　　　勤�

監 査 役   前川　道�（� ）�非　　　常　　　勤�

常務取締役�

古賀　正三�

役
員
�

 取 締 役  　原　　学�（�融 資 統 括 部 長 �）�

（平成20年6月27日現在）�
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沿 革  

従業員の状況 

従 業 員 数  

昭和26. 

 

 

 

27. 

31. 

34. 

35. 

40. 

43. 

 

46. 

49. 

 

6 

 

 

 

5 

9 

6 

3 

1 

3 

6 

11 

4 

 

第一殖産無尽�（株）�、�西部殖産無尽�（株）�が合�併�し�、�正金�

殖産無尽�（株）�を設立 

（本�店�：�福岡市、�資本金3千万円、�会長山脇　正次 

社長大庭　巌�）� 

相互銀行の認可�を�受�け�、�商号�を�（株）�正金相互銀行�に�変更 

社長�に�鶴　喜代二就任 

本店�を現在地�（�福岡市中央区大名二丁�目�）�に�新築移転 

内国為替業務取扱開始 

資本金2億5千万円�と�な�る� 

福岡証券取引所�に�株式上場 

九州地区相互銀行間�で�オ�ー�プ�ン�コ�ル�レ�ス�契約締結 

社長�に�中山　一三就任 

九州地区8相互銀行共同オンライン（SBK）�

［現、システムバンキング九州共同センター（SBK）］に参加�

 

51. 

50. 

52. 

53. 

54. 

12 

6 

10 

12 

10

資本金4億5千万円�と�な�る� 

創立25周年 

第一次�オ�ン�ラ�イ�ン�サ�ー�ビ�ス�開始 

資金量1,000億円突破 

両替商の業務取扱開始�

57. 

 

12 

3 

59. 11 

資本金7億円�と�な�る� 

58. 4 公共債の窓口販売業務取扱開始�

全店�オ�ン�ラ�イ�ン�網�の完成 

11 会長�に�中山　一三、�社長�に�山本　敬一郎就任 

第二次�オ�ン�ラ�イ�ン�シ�ス�テ�ムへ�移行 

6 既発公共債の売買ディーリング業務取扱開始�

8 正金�ビ�ジ�ネ�ス�サ�ー�ビ�ス�（株）�が設�立�さ�れる� 

 銀行事務の代行業を営む�

 63. 2 資本金13億円�と�な�る� 

3 資金量2,000億円突破 

平成元. 2 普通銀行へ�転�換�し�、�商号�を�（株）�福岡中央銀行�に�変更 

正金�ビ�ジ�ネ�ス�サ�ー�ビ�ス�（株）�は商�号�を福岡中銀�ビ�ジ�ネ�ス�

サー�ビ�ス�（株）�に�変更 

 2. 9 新本店を現在地に新築 

3. 3 資本金18億円�と�な�る� 

4 福岡県、�福岡市の指定代理金融機関�と�な�る� 

  10 外国為替業務取扱開始 

5. 4 資本金25億円�と�な�る� 

7. 5 第三次�オ�ン�ラ�イ�ン�シ�ス�テ�ムへ�移行 

6 資金量3,000億円突破 

8. 6 頭取�に�森山　靖章就任 

11. 3 県外支店�を廃止�し�、�福岡県内�に�特化 

（2月�.中津支店、�3月�.下関支店�）� 

 13. 4 損害保険窓口販売業務取扱開始 

6 創立50周年 

6 会長�に�森山　靖章、�頭取�に�田中　克佳就任 

14. 10 生命保険窓口販売業務取扱開始 

17. 3 福岡中銀�ビ�ジ�ネ�ス�サ�ー�ビ�ス�（株）�が�解散 

18.   6 証券投資信託窓口販売業務取扱開始� 

（�平成20年7月�1日�現�在�）�
 

沿
革
、
従
業
員
�

従 業 員 数  

平 均 年 齢  

平 均 勤 続 年 数  

平 均 給 与 月 �額  

平成20年3月期 

 

 

平成19年3月期 

487人�

37歳00カ月�

14年9カ月�

312千円�

493人�

37歳00カ月�

14年9カ月�

312千円�

 

 

62. 

（注）1. 従業員数には、臨時雇員および嘱託を含んでおりません。�
2. 平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。�
3. 平均給与月額は賞与を除く、3月中の平均給与月額であります。�

平成16年3月期 

473人 

平成18年3月期 平成19年3月期 

474人 487人� 493人�

平成20年3月期 平成17年3月期 

479人 
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株　　式　　の　　状　　況�

主要な経営指標等の推移�

財 　 務 　 諸 　 表 �

損 　 益 　 の 　 状 　 況 �

預 　 　 　 　 　 金 �

貸 　 　 　 出 　 　 　 金 �

証　　券　　業　　務�

国 際 業 務 、内 国 為 替 �

バーゼル　 第3の柱（市場規律）に基づく開示�

 

資 料 編 �

資
料
編
�

28

29

30

38

43

45

48

53

54
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資本金�お�よ�び�発行済株式の総数  

大 株 主  

所 有 者 別 状 況  

（単位：百万円・千株） 

福 岡 銀 行  

西 日 本 �シ �テ ィ �銀 行  

宮 崎 太 陽 銀 行  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4）�

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 �

計 

氏 名 又 は 名 �称 

福岡市中央区� 2,515�

2,113�

1,338�

1,324�

1,180�

1,141�

864�

860�

833�

765�

12,936

9.19�

7.71�

4.89�

4.83�

4.31�

4.16�

3.15�

3.14�

3.04�

2.79�

47.26

福岡市博多区�

宮崎市広島�

東京都中央区�

東京都千代田区�

大分市王子中町�

鹿児島市山下町�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　�－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

434,605

－�

 

住　所� 所有株式数 発行済株式総数�に�対�す�る� 
所有株式数の割合 

自�己株式120,083株�は�「個�人�そ�の�他�」�に�120単元�、�「�単元未満株式�の状況�」�に�83株含まれております。�
「そ�の�他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。�

（注）�1. 
2.

（平成20年3月31日現在）（単位：千株・％） 

（平成20年3月31日現在） 

資 本 金  

発 行 済 株 式 総 数   

1株当�た�り�の配当等  

配当政策につ�いて 

（単位：円・％） 

1 株 当 �た �り �配 当 額  

（�内 1 株 当 �た �り �中 間 配 当 額 �） � 

1 株 当 �た �り �当 期 純 利 益  

1 株 当 �た �り �純 資 産 額  

配 当 性 向  

区　　分 

株式会社  

株式会社  

株式会社  

株式会社  

株式会社  

福岡市中央区�福 岡 中 央 銀 行 行 員 持 株 会  

豊 和 銀 行  株式会社  

 

 

みず�ほ�コ�ー�ポ�レー�ト�銀行 
東京都港区�

東京都千代田区� 

区　　分 
株式の状況（1単元の株式数1,000株） 

政府及び 
地方公共団体 金融機関 金融商品取引業者 その他の法人 

個人以外�
外国法人等 

個人�
個人その他 計 

単元未満 
株式の状況 
（株） 

23�

15,653�

58.11�

�

5�

120�

0.44�

�

�

267�

6,192�

22.99�

�

�

2�

368�

1.37�

�

�

1,816�

4,604�

17.09�

�

�

2,113�

26,937�

100.00�

�

�

�

株　主　数�（人）� 

所有株式数�（単�元）� 

所有株式数の割 合�（％）� 

�

�

平成19年3月期 平成16年3月期 平成18年3月期 平成20年3月期 

5.00

（2.50） 

22.63

822.52

22.08

5.00

（2.50） 

11.43

720.14

43.70

5.00 

（2.50） 

22.68 

731.75 

21.52

5.00 

（2.50） 

22.90

787.45

21.34

5.00 

（2.50） 

17.09 

674.63 

29.23

平成17年3月期 

平成19年11月27日取締役会決議�

平成20年6月27日定時株主総会決議�

決議年月日� 配当金の総額（百万円）� 1株当たりの金額（円）�

68

68

2.50

2.50

（注）上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は次のとおりです。�
　　  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4）　　2,113千株�

　当行は、銀行業としての公共性に鑑み、長期にわたって安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継
続を重視することを基本方針としております。�
　当行の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年2回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末
配当は株主総会であります。�
　当事業年度の剰余金の配当金につきましても、この基本方針を継続し、株主各位への安定的な利益還元という点も配慮のうえ、前事業年
度と同様に1株当たり年間5円（うち中間配当金2円50銭）の配当を実施しております。�
　なお、当行は中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。�
　内部留保資金につきましては、効率的に資金運用を行い、財務体質の強化を図りながら一層の業績向上に努めてまいりたいと考えております。�

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。�

平成19年3月期 

2,500

27,371

2,500

27,371

2,500

27,371

平成16年3月期 

2,500 

27,371

平成18年3月期 平成20年3月期 

2,500 

27,371

平成17年3月期 

南 日 本 銀 行  

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社  
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(注)1. 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。�
2. 当行は関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」の記載はしておりません。�
3. 純資産額および総資産額の算定にあたり、平成19年3月から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号)および「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。�

4. 1株当たり純資産額は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4号)が改正されたことに伴い、平成19年3月から繰延ヘッ
ジ損益を含めて算出しております。�

5． 第87期(平成20年3月)中間配当についての取締役会決議は平成19年11月27日に行いました。�
6. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。�
7. 「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益」および「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」
(企業会計基準第2号)および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4号)を適用しております。�

8. 自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。�
9. 単体自己資本比率は、平成19年3月から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内
基準を採用しております。なお、平成18年3月以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。
キャッシュ・フロー計算書は、第85期(平成18年3月)より単体にて作成しておりますので、第84期(平成17年3月)以前の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動
によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金および現金同等物の期末残高については、記載しておりません。�

回　　次 

決算年月 

主要な経営指標等の推移 

経 常 収 益  

経 常 利 益  

当 期 純 利 益  

資 本 金  

発 行 済 株 式 総 数  

純 資 産 額  

総 資 産 額  

預 金 残 高  

貸 出 金 残 高  

有 価 証 券 残 高  

1 株 当 �た �り �純 資 産 額  

1 株 当 �た �り �配 当 額  

（�内1株当�た�り�中間配当額�）� 

1 株 当 �た �り �当 期 純 利 益  

潜在株式調整後1株当�た�り�当期純利益 

単体�自�己資本比率�（�国内基準�）� 

自�己 資 本 利 益 率  

株 価 収 益 率  

配 当 性 向  

従 業 員 数  

（外�、�平均臨時従業員数�）� 

（�百万円�）� 

（�百万円�）� 

（�百万円�）�

（�百万円�）�

 

（�百万円�）�

 

（ 千 �株 ） � 

（�百万円�）� 

（�百万円�）�

（�百万円�）�

（�百万円�）�

（�百万円�）� 

（�百万円�）� 

（�百万円�）� 

（�百万円�）� 

（�百万円�）� 

（ 円 ） � 

（ 円 ） � 

（ 円 ） � 

（ 円 ） � 

（ 円 ） � 

（ ％ ） � 

（ ％ ） �

（ ％ ） �

 

（ 倍 ） � 

（ ％ ） � 

（ 人 ） � 

（ 人 ） � 

第86期 

平成19年3月�

持分法を適用した場合の投資利益�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

 

 

 

現金及び現金同等物の期末残高�

10,220

1,145

617

2,500

27,371

22,428

408,731

378,161

293,283

73,399

822.52

5.00

(2.50)� �  

22.63

5.4

－ 

9.21

2.81

20.76

22.08

483

(42)�

�

－�

6,513

△3,005

△143

25,602

10,980

785

311

2,500

27,371

19,625

420,289

392,130

307,140

72,689

720.14

5.00

(2.50)��

11.43

4.6

－ 

9.10

1.48

41.55

43.70

487

(44)�

－�

7,492

△4,401

△143

28,551

 

 

10,440

1,047

639

2,500

27,371

21,497

392,029

362,610

287,571

70,844

787.45

5.00

(2.50)� � 

22.90

－ 

8.88

3.08

21.39

21.34

470

(42)� �

（�

9,687 

1,182 

633

2,500 

27,371 

19,983 

380,548 

353,638 

281,117 

64,654 

731.75 

5.00 

（�2.50）� 

22.68 

－ 

8.56 

3.30 

21.38 

21.52

472 

（42）� 

9,812 

124 

467

－� －�－�

2,500 

27,371 

18,424 

363,504 

337,969 

277,973 

58,159 

674.63 

5.00 

2.50）� 

17.09 

－ 

－ － － 

8.58 

2.59 

28.08 

29.23

－� 4,942

－� △3,754

－� △139

－�

－�

－�

－� 22,238－�

463 

（37）� 

第83期 

平成16年3月�

第85期 

平成18年3月�

第87期 

平成20年3月�

第84期 

平成17年3月�

自 己 資 本 比 率 �

10.

29



〈資�産�の�部〉� 
貸借対照表  

（ 資 �産 �の �部 ） � 

 

（単位：百万円） 

科　　　目 

〈負債、純資産の部〉  

（ 負 �債 �の �部 ） �

科　　　目 第87期末 
平成20年3月�31（� 日）� 

第86期末 
平成19年3月�31（� 日）�

現 金 預 け �金 � 31,833 29,282

現 金 5,180 5,970

預 け �金� 26,653 23,311

買 入 金 銭 債 権  117 35

商 品 有 価 証 券  186 154

商 品 国 債 � 170 135

商 品 地 方 債� 15 18

有 価 証 券 73,399 72,689

国 　 債 30,692 31,815

地 方 債� 5,430 3,301

社 　 債� 13,580 15,522

株 　 式� 13,648 10,436

そ の �他 の �証 券 10,048 11,613

貸 出 金 293,283 307,140

割� 引 手 形 13,971 13,081

手 形 貸 付  22,615 22,266

証 書 貸 付  239,646 253,915

当 座 貸 越  17,051 17,876

外 国 為 替  109 73

外 国 他 店 預 �け � 83 63

買 入 外 国 為 替  24 9

�

そ の �他 資 産  1,195 1,021

未 決 済 為 替 貸  53 44

未 収 収 益  524 415

そ の �他 の �資 産  617 561

繰 延 税 金 資 産  ー� 2,156

支 払 承 諾 見 返  639 441

貸 倒 引 当 金  △3,925 △4,474

資 産 の 部 合 計  408,731 420,289

有 形 固 定 資 産 � 11,658 11,613

建 　 　 　 　 物 � 2,432 2,208

土 　 　 地 � 8,860 8,919

建 設 仮 勘 定 � 57 104

その他の有形固定資産� 308 380

無 形 固 定 資 産 � 232 157

ソ フ ト ウ ェ ア � 209 134

その他の無形固定資産� 22 22

第87期末 
（�平成20年3月�31日）� 

（ 純 資 産 の 部 ） �

第86期末 
（�平成19年3月�31日）� 

預 金 �378,161 392,130

当 座 預 金  12,046 10,656

普 通 預 金  102,566 100,583

貯 蓄 預 金  1,012 893

通 知 預 金  1,491 1,855

定 期 預 金  251,312 268,556

定 期 積 金  8,588 7,240

そ の �他 の �預 金  1,143 2,344

譲　渡　性　預　金� 1,900 2,109

未 決 済 為 替 借  111 94

そ の �他 負 債  1,705 2,330

未 払 法 人 税 等  165 390

未 払 費 用  1,030 1,396

前 受 収 益  289 344

給 付 補 �て �ん �備 金  4 6

そ の �他 の �負 �債 � 102 96

退 職 給 付 引 当 金  1,087 666

再評価�に�係�る�繰延税金負債 2,653 2,653

支 払 承 諾  639 441

負 債 の 部 合 計  386,302 400,664

外 国 為 替  0 ー�

未 払 外 国 為 替 � 0 ー�

金 融 派 生 商 品  0 ー�

繰 延 税 金 負 債 � 155 ー�

資 本 金 �2,500 2,500

資 本 剰 余 金  1,203 1,203

資 本 準 備 金 � 1,203 1,203

利 益 剰 余 金  11,801 11,977

利 益 準 備 金 � 1,396 1,396

その他利益剰余金� 10,405 10,580

固定資産圧縮積立金� 493 489

別 途 積 立 金  9,075 9,575

繰越利益剰余金� 836 516

自 己 株 式 � △51 △58

その�他有価証券評価差額金 3,101 130

土 地 再 評 価 差 額 金  3,872 3,872

純 資 産 の 部 合 計 � 22,428 19,625

負債及び純資産の部合計 408,731 420,289

（注）前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）の財務諸表は証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、当事業年度（自平成19年4月

1日　至平成20年3月31日）の財務諸表は金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けております。�

取 立 外 国 為 替  1 ー�

金 融 派 生 商 品  0 ー�

ー� 226役員退職慰労引当金�

ー� 105睡眠預金払戻損失引当金�

（ 株 主 資 本 合 計 ）� 15,454 15,622（� ）� （� ）�

（評価・換算差額等合計）� 6,974 4,002（� ）� （� ）�
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経 常 収 益 �

資 金 運 用 収 益 �

貸 出 金 利 息 �

有 価 証 券 利 息 配 当 金 �

コ ー ル ロ ー ン 利 息 �

預 け 金 利 息 �

そ の 他 の 受 入 利 息 �

役 務 取 引 等 収 益 �

受 入 為 替 手 数 料 �

そ の 他 の 役 務 収 益 �

そ の 他 業 務 収 益 �

外 国 為 替 売 買 益 �

商 品 有 価 証 券 売 買 益 �

国 債 等 債 券 売 却 益 �

そ の 他 経 常 収 益 �

株 式 等 売 却 益 �

そ の 他 の 経 常 収 益 �

経 常 費 用 �

資 金 調 達 費 用 �

預 金 利 息 �

譲 渡 性 預 金 利 息 �

そ の 他 の 支 払 利 息 �

役 務 取 引 等 費 用 �

支 払 為 替 手 数 料 �

そ の 他 の 役 務 費 用 �

そ の 他 業 務 費 用 �

国 債 等 債 券 売 却 損 �

営 　 業 　 経 　 費 �

そ の 他 経 常 費 用 �

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 �

貸 出 金 償 却 �

株 式 等 償 却 �

そ の 他 の 経 常 費 用 �

経 常 利 益 �

特 別 損 失 �

固 定 資 産 処 分 損 �

減 損 損 失 �

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 �

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 繰 入 額 �

税 引 前 当 期 純 利 益 �

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 �

法 人 税 等 還 付 金 �

法 人 税 等 調 整 額 �

当 期 純 利 益 �

第87期�

（� ）�平成19年4月1日から�
平成20年3月31日まで�

第86期�

（� ）�平成18年4月1日から�
平成19年3月31日まで�

損益計算書  

科　　　　　　　　　　目 

（単位：百万円） 

   

�

財 務 諸 表 �

10,220�
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9,074�
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6,131�
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1�

121�

223�

785�

329�
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ー�
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ー�
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311
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第87期（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）� （単位：百万円）�
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22,428�
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19,625

平成19年3月31日残高�

平成20年3月31日残高�

 

 

 

�

 
株 主 資 本� 評価・換算差額等�
利　益　剰　余　金�
その他利益剰余金�資本金�

利益準備金�固定資産�
圧縮積立金�

別　途�
積立金�

繰越利益�
剰 余 金�

利益剰余金�
合　　計�

自己株式�株主資本�合　計�

そ　の　他�
有 価 証 券�
評価差額金�

土　地�
再評価�
差額金�

評価・換算�
差 額 等�
合 　 計�

純資産�
合　計�

資本準備金�

資本剰余金�

剰 余 金 の 配 当 �

事 業 年 度 中 の �
変 　 動 　 額 �

事 業 年 度 中 の �
変 　 動 　 額 �

当 期 純 利 益 �

自己株式の取得�

自己株式の処分�

固 定 資 産 圧 縮 �
積 立 金 の 取 崩 �

別途積立金の積立

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の �
事業年度中の変動額（純額）�

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の �
事業年度中の変動額（純額）�

事 業 年 度 中 の �
変 動 額 合 計 �
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株主資本等変動計算書　�
第86期（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）� （単位：百万円）�
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�

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。�

 
株 主 資 本� 評価・換算差額等�
利　益　剰　余　金�
その他利益剰余金�資本金�

利益準備金�固定資産�
圧縮積立金�

別　途�
積立金�

繰越利益�
剰 余 金�

利益剰余金�
合　　計�

自己株式�株主資本�合　計�

そ　の　他�
有 価 証 券�
評価差額金�

土　地�
再評価�
差額金�

評価・換算�
差 額 等�
合 　 計�

純資産�
合　計�

資本準備金�

資本剰余金�

剰 余 金 の 配 当 �

役 員 賞 与（ 注 ）�

当 期 純 利 益 �

自己株式の取得�

自己株式の処分�

土 地 再 評 価 �
差 額 金 の 取 崩 �
固 定 資 産 圧 縮 �
積立金の取崩（注）�

固 定 資 産 圧 縮 �
積 立 金 の 取 崩 �

別途積立金の積立（注）�

事 業 年 度 中 の �
変 動 額 合 計 �

平成19年3月31日残高�

剰余金の配当（注）�



財 務 諸 表 �

キャッシュ・フロー計算書�

第87期�

（� ）�平成19年4月1日から�
平成20年3月31日まで�

 営 業 活 動 �に �よ �る �キ �ャ �ッ �シ �ュ �・ �フ �ロ �ー �

（単位：百万円） 

 

 

  

投 資 活 動 �に �よ �る �キ �ャ �ッ �シ �ュ �・ �フ �ロ �ー �

 

財 務 活 動 �に �よ �る �キ �ャ �ッ �シ �ュ �・ �フ �ロ �ー �

第86期�

（� ）�平成18年4月1日から�
平成19年3月31日まで�

税 引 前 当 期 純 利 益  1,089 456

減 価 償 却 費  360 370

減 損 損 失 � 19 ー�

資 金 運 用 収 益  △9,142 △9,807

資 金 調 達 費 用  590 1,241

 有 価 証 券 関 係 損 益 　 　  （△�）� 940 △221

 為 替 差 損 益 　  （△�）� 1 △1

 固 定 資 産 処 分 損 益 （△）� 36 47

貸 出 金 の 純 増  （△�）� △5,712 △13,856

預 金 �の 純 増 減 　   （△�）� 15,550 13,969

譲 渡 性 預 金 の 純 増 減（△）� 900 209

そ 　 の 　 他 � 79 124

小　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  計   7,255 7,709

法 人 税 等 の 還 付 額 � 275 ー�

有 価 証 券 �の 取 得 �に �よ �る �支 出  △32,339 △25,022

法 人 税 等 の 支 払 額 � △1,017 △217

営 業 活 動 �に �よ �る �キ �ャ �ッ �シ �ュ �・ �フ �ロ �ー � 6,513 7,492

有 価 証 券 �の 売 却 �に �よ �る �収 入  23,544 12,395

有 価 証 券 �の 償 還 �に �よ �る �収 入  6,054 8,523

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 � △181 △271

有 形 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 � ー� △16

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 � 32 ー�

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 � △116 △10

投 資 活 動 �に �よ �る �キ �ャ �ッ �シ �ュ �・ �フ �ロ �ー � △3,005 △4,401

配 当 金 支 払 額 � △136 △136

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 � △7 △8

0 1自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 �

△143 △143財 務 活 動 �に �よ �る �キ �ャ �ッ �シ �ュ �・ �フ �ロ �ー �

△1 1現 金 及 �び 現 金 同 等 物 �に �係 �る �換 算 差 額  

3,363 2,948現 金 及 �び 現 金 同 等 物 の 増 加 額  

22,238 25,602現 金 及 �び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  

25,602 28,551現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  

△5,501 5,500預 け �金（�預け�入 期 間 3ヶ �月 �超 �） �の 純 増 　 　 減  　�（△�）�  

　 　 減  81 81コ ー �ル ロ �ー ン �等 の �純 増 �（△�）�  

△48 36外 国 為 替 �（ �資 �産 �） �の 純 増 　 　 減  （△�）�  

△0 △0外 国 為 替 �（ �負 �債 �） �の 純 増 減 　 　   （△�）� 

9,019 9,972資 金 運 用 �に �よ �る �収 入    

△287 △874資 金 調 達 �に �よ �る �支 出   

ー� 226役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額 �

ー� 105睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 の 増 加 額 �

△365 549貸 倒 引 当 金 の 増 減 �（△） 額�

△356 △420退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 �（△） 額�

減 �
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●重要な会計方針�
�第87期（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）�

　（会計方針の変更）�

　　従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別措置法

上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年

4月13日）が平成19年4月1日以後開始する事業年度から適用されることに伴い、当

事業年度から同報告を適用しております。�

　　これにより、従来の方法に比べ、営業経費は50百万円、特別損失は176百万円それ

ぞれ増加し、経常利益は50百万円、税引前当期純利益は226百万円それぞれ減少し

ております。�

　（4）睡眠預金払戻損失引当金�

　　睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求

に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計

上しております。�

　（会計方針の変更）�

　　従来、利益計上した睡眠預金の預金者への払戻損失は、払戻時に費用処理をしてお

りましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役

員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務

委員会報告第42号平成19年4月13日）が平成19年4月1日以後開始する事業年度

から適用されることに伴い、当事業年度から同報告を適用しております。�

　　これにより、従来の方法に比べ、特別損失は105百万円増加し、税引前当期純利益は

105百万円減少しております。�

�

7．リース取引の処理方法�
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。�

�

8. ヘッジ会計の方法�
　　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀

行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっておりま

す。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを

減殺する目的で行う通貨スワップ取引等及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、

ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額

が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。�

�

9．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲�
　　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のう

ち現金及び預入期間が3ヵ月以内の預け金であります。�

�

10．消費税等の会計処理�
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。�

�

�

1．商品有価証券の評価基準及び評価方法�
　　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行ってお

ります。�

�

2．有価証券の評価基準及び評価方法�
　　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、その他有価証券のうち時価のある株式については決算期末月1ヵ月平均の

市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、債券については決算

日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないもの

については、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。�

　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており

ます。 �

�

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法�
　　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。�

�

4．固定資産の減価償却の方法�
　（1）有形固定資産�

　　有形固定資産は、定率法を採用しております。�

　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。�

　　　建物：6年～50年�

　　　動産：3年～20年�

　（会計方針の変更）�

　　平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。こ

の変更による経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。�

　（追加情報）�

　　当事業年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却

可能限度額に達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を5年間で均等償却してお

ります。なお、これによる貸借対照表等に与える影響は軽微であります。�

　（2） 無形固定資産�

　　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、行内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。�

�

5．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準�
　　外貨建資産・負債については、決算日の為替相場による円換算額を付しております。�

�

6．引当金の計上基準�
　（1）貸倒引当金�

　　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。�

　　「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒

引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第

4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種

類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に

基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要

と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に

ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額を引き当てております。�

　　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口

債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的

に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施

前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。�

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査

定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。�

　（2）退職給付引当金�

　　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債

務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。�

　　過去勤務債務:その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）に

よる定額法により損益処理�

　　数理計算上の差異:各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理�

　（3）役員退職慰労引当金�

　　退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰

労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上し

ております。�
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（キャッシュ・フロー計算書関係）�
第87期（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）�

（株主資本等変動計算書関係）�
第87期（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）�

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係�

　　平成20年3月31日現在�

　　　現金預け金勘定　　　　　　　�

　　　定期預け金（預入期間3ヵ月超）　　　�

　　　現金及び現金同等物　　　　　�

（損益計算書関係）�
 第87期（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）�

その他の経常費用には、債権売却損136百万円を含んでおります。�

5．　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引と

して処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又

は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、13,091百万円であります。�

�

6．　担保に供している資産は次のとおりであります。�

　　　担保に供している資産�

　　　　有価証券　　　　221百万円�

　　　　預け金　　　　　　　4百万円�

　　　担保資産に対応する債務�

　　　　預金　　　　　　427百万円�

　　上記のほか、為替決済、当座借越等の取引の担保として、有価証券18,918百万円

を差し入れております。�

　　また、その他の資産のうち保証金は4百万円であります。�

　　なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき

金融取引として処理しておりますが、これにより引き渡した商業手形及び買入外国為

替はありません。�

�

7．　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の

申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度

額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行

残高は、22,104百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のものが

17,416百万円あります。�

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実

行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは

ありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当

の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている

行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。�

�

�

（注）自己株式の増加及び減少は、それぞれ単元未満株式の買取及び買増請求によ
るものであります。�
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摘　要�

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後
となるもの�

（決議）�

株式の種類�

平成19年�
6月28日�
定時株主総会�

普通株式� 平成19年�
6月29日�

平成19年�
3月31日�2.5068

平成19年�
11月27日�
取締役会�

普通株式� 平成19年�
12月10日�

平成19年�
9月30日�2.5068
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種類�

配当金の総額�
（百万円）�

１株当たりの�
金額（円）�

基準日� 効力発生日�

（決議）�

平成20年�
6月27日�
定時株主総会�

普通株式� 平成20年�
6月30日�

その他�
利益�
剰余金�
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株式の�
種類�

配当金の総額�
（百万円）�

配当の�
原資�

2.50

１株当たりの�
金額（円）�

平成20年�
3月31日�

基準日� 効力発生日�

（単位：百万円）�

�

△731

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項　�

2．配当に関する事項�

●注記事項�

1．　貸出金のうち、破綻先債権額は680百万円、延滞債権額は10,537百万円であり

ます。�

　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3

号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。�

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金

であります。�

�

2．　貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。�

　　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月

以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。�

�

3．　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,280百万円であります。�

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しな

いものであります。�

�

4．　破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計

額は13,498百万円であります。�

　　なお、上記1．から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。�

�

   8．   土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。�

　　　再評価を行った年月日�

　　　　　　　　　平成10年3月31日�

　　　同法律第3条第3項に定める再評価の方法�

　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第

2条第4号に定める当該事業用土地について地価税法（平成3年法律第69号）第

16号に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法に基づいて算出しております。�

　　   同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時

価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額�

　　　　　　　　　　　3,357百万円�

 

9．　有形固定資産の減価償却累計額�

　　　　　　　　　　　5,203百万円�

�

　　有形固定資産の圧縮記帳額�

　　　　　　　　　　　　165百万円（当事業年度圧縮記帳額―百万円）�

10．�

29,282

28,551

（貸借対照表関係）�
 第87期末（平成20年3月31日）�

財 務 諸 表 �
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　証券業務（P50～51）に記載しております。�
（有価証券関係）�

　証券業務（P51）に記載しております。�
（金銭の信託関係）�

　証券業務（P51）に記載しております。�
（その他有価証券評価差額金）�

　証券業務（P52）に記載しております。�
（デリバティブ取引関係）�

　　該当ありません。�
(ストック・オプション等関係)

1.　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引�

　 ・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び     

　　期末残高相当額�

　　　取得価額相当額�

　　　　動産　　　　　　　　　　177百万円�

　　　　合計　　　　　　　　　　177百万円�

　　　減価償却累計額相当額�

　　　　動産　　　　　　　　　　119百万円�

　　　　合計　　　　　　　　　　119百万円�

　　　減損損失累計額相当額�

　　　　動産　　　　　　　　　　　―百万円�

　　　　合計　　　　　　　　　　　―百万円�

　　　期末残高相当額�

　　　　動産　　　　　　　　　　　57百万円�

　　　　合計　　　　　　　　　　　57百万円�

　 ・未経過リース料期末残高相当額�

　　　　1年内　　　　　　　　　　　21百万円�

　　　　1年超　　　　　　　　　　　37百万円�

　　　　合　計　　　　　　　　　　　58百万円�

　 ・リース資産減損勘定の期末残高  　―百万円�

　 ・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び�

　　減損損失�

　　　支払リース料　　　　　　　　39百万円�

　　　リース資産減損勘定の取崩額　 ―百万円�

　　　減価償却費相当額　　　　　　37百万円�

　　　支払利息相当額　　　　　　　　1百万円�

　　　減損損失　　　　　　　　　　―百万円�

・減価償却費相当額の算定方法�
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。�
・利息相当額の算定方法�
　 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ
　 の配分方法については、利息法によっております。�

 

�

�

（リース取引関係）�

2.   オペレーティング・リース取引�

　 ・未経過リース料�

　　　　1年内　　　　　　　　　　　2百万円�

　　　　1年超　　　　　　　　　　　4百万円�

　　　　合　計　　　　　　　　　　　7百万円�

4.　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項�

（1）割引率�

（2）期待運用収益率�

（3）退職給付見込額の期間配分方法�

（4）過去勤務債務の額の処理年数�

（5）数理計算上の差異の処理年数�

2.0％�

2.5％�

期間定額基準�

5年（その発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数による定額法による）�

5年（各事業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数に
よる定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から損益処理
することとしている）�

区　　分� 第87期�
（平成20年3月31日）�

3.　退職給付費用に関する事項�

勤務費用�
利息費用�
期待運用収益�
過去勤務債務の費用処理額�
数理計算上の差異の費用処理額�
会計基準変更時差異の費用処理額�
その他（臨時に支払った割増退職金等）�
退職給付費用�

144�
56�

△43�
―�
17�
―�
―�

175�

区　　分�
金額（百万円）�

第87期�
（平成20年3月31日）�

（退職給付関係）�

（注）臨時に支払う割増退職金は含めておりません。�

1.　採用している退職給付制度の概要�
　　適格退職年金制度（昭和43年制度発足）�
　　確定給付企業年金制度（平成18年制度発足）�
　　当行は、厚生年金基金の代行部分について、平成16年2月25日に厚生労働大臣から   
　将来分支給義務免除の認可を受け、平成17年3月31日に過去分返上の認可を受けてお
　ります。�
　　なお、当行は、平成18年4月１日に退職給付制度の改定を行い、厚生年金基金制度を確
　定給付企業年金制度に移行しております。�

2.　退職給付債務に関する事項�

退職給付債務�

年金資産�

未積立退職給付債務�

会計基準変更時差異の未処理額�

未認識数理計算上の差異�

未認識過去勤務債務�

貸借対照表計上額純額�

前払年金費用�

退職給付金引当金�

（A）�

（B）�

（C）=（A）+（B）�

（D）�

（E）�

（F）�

（G）=（C）+（D）�

（H）�
（G）－（H）�

△2,917�

1,862�

△1,054�

―�

387�

―�

△666�

―�

△666

区　　分�

�

+（E）+（F）�

金額（百万円）�

第87期�
（平成20年3月31日）�
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第87期�
平成19年4月1日から�
平成20年3月31日まで�（� ）�

2．　1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。�

3.　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が
ないので記載しておりません。�

1株当たり当期純利益�

当期純利益�

普通株主に帰属しない金額�

普通株式に係る当期純利益�

普通株式の期中平均株式数�

�

百万円�

百万円�

百万円�

千　株�

�

311�

―�

311�

27,259

　　該当ありません。�

　　当行は関連会社がないため、「持分法損益等」の該当はありません。�
(持分法損益等)

(重要な後発事象)

(１株当たり情報)

1株当たり純資産額�

1株当たり当期純利益�

720.14�

11.43

円�

円�

�

1．　1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。�（注）　�

純資産の部の合計額�

純資産の部の合計額から控除する金額�

普通株式に係る期末の純資産額�

1株当たり純資産額の算定に用いられた�
期末の普通株式の数�

百万円�

百万円�

百万円�

千　株�

�

19,625�

―�

19,625�

27,251

第87期�
平成19年4月1日から�
平成20年3月31日まで�（� ）�

第87期�
（平成20年3月31日）�

1．　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳�
　繰延税金資産�
　　貸倒引当金�
　　退職給付引当金�
　　減価償却費�
　　その他�
　繰延税金資産小計�
　評価性引当額�
　繰延税金資産合計�
　繰延税金負債�
　　固定資産圧縮積立金�
　　その他有価証券評価差額金�
　繰延税金負債合計�
　　繰延税金資産の純額�

�
�

1,737百万円�
　　269　　　�
　　128　　　�
　　495　　　�
　2,630　　　�
　△53　　　�
　2,576　　　�

　�
　　△332　　　�
　　△88　　　�
　△420　　　�

　　2,156百万円�

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳�

　法定実効税率�
　（調整）�
　交際費等永久に損金に算入されない項目�
　住民税均等割等�
　受取配当金等永久に益金算入されない項目�
　評価性引当額の減少�
　確定申告差異�
　その他�

　税効果会計適用後の法人税等の負担率�

�
�

　40.4％�
　�

2.6　�
　3.7　�
△9.8　�

　△12.5　�
　7.4　�
　△0.2　�

31.6％�

（税効果会計関係）�

第87期�
平成19年4月1日から�
平成20年3月31日まで�（� ）�

財 務 諸 表 �
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国内業務部門�・�国際業務部門別収支  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

国内業務部門では、資金運用収支は8,420百万円、役務取引等収支は5百万円、その他業務収支は310百万円となり、国際業務部門では、�

資金運用収支は145百万円、役務取引等収支は2百万円、その他業務収支は2百万円となりました。�
（単�位�：�百万円�）� 

 

利 益 率  

総 資 産 経 常 利 益 率  
資 本 経 常 利 益 率  
総資産当期純利益率 
資 本 当 期 純 利 益 率  

（単位：％） 

（注）�1．�総資産経常�（�当期純�）�利益率＝ 
経常（当期純）利益�

総資産�（除�く�支払承諾見返�）�平均残高 
×�100

2．�資本経常�（�当期純�）�利益率＝� 
経常（当期純）利益�

（�期初純資産額�＋�期末純資産額�）�÷2
×�100

利回�り�・�利鞘  

資 金 運 用 利 回 �り � 
資 金 調 達 原 価  
総 資 金 利 鞘  

 

（単位：％） 

業務粗利益率�= 業務粗利益�
×100

資金運用勘定平均残高 

（注）�1．�国内業務部門�は�国内店�の円建取引�、�国際業務部門�は�国内店�の外貨建取引�で�あ�り�ま�す�。� 
ただ�し�、�円建対非居住者取�引�は�国際業務部門�に�含�め�て�お�り�ま�す�。� 

2.資金運用収益および資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。�
 
3．� 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成20年3月期 

 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成19年3月期 

 

 
 

 

 
 

 26うち資金運用収益  8,910 9,660 174243
11

9,142 9,807

うち資金調達費用  588 1,239 2813
11
590

26
1,241

資 金 運 用 収 支  8,322 8,420 145229 8,551 8,566

うち役務取引等収益� 744 713 910 754 722

うち役務取引等費用� 735 708 67 742 714

役 務 取 引 等 収 支  8 5 23 12 8

うちその他業務収益� 0 310 26 7 312

うちその他業務費用 458 －� －�－� 458 －�

そ の �他 業 務 収 支  △457 310 26 △450 312

業 務 粗 利 益  7,873 8,736 150239 8,112 8,887

業 務 粗 利 益 率  � � � 2.09 2.23 2.29％� 4.33％� 2.15 2.26％� ％� ％� ％� 

平成20年3月期 

2.36
1.79
0.57

4.40
1.19
3.21

2.42
1.80
0.62

2.46
1.90
0.56

2.65
1.19
1.46

2.50
1.92
0.58

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成19年3月期 

平成20年3月期 

0.29
5.21
0.15
2.81

0.19
3.73
0.07
1.48

平成19年3月期 
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（注）1.資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成19年3月期652百万円、平成20年3月期943百万円）を、控除して表示しております。�
　　 2.（　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息（内書き）であります。�

（注）1.資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成19年3月期652百万円、平成20年3月期943百万円）を、控除して表示しております。�
　　 2.国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息は、相殺して記載しております。�

資金の運用�・�調達平均残高、�利息、�利回  

国内業務部門 

資 金 運 用 勘 定  

う ち �貸 出 金  
うち�商品有価証券  
う ち �有 価 証 券  
うち�コ�ー�ル�ロ�ー�ン� 
う ち �預 �け �金 �

資 金 調 達 勘 定  
う ち �預 �金 �
う ち �譲 渡 性 預 金  
う ち 売 渡 手 形 �

 

資 金 運 用 勘 定  
う ち �貸 出 金  
うち�商品有価証券  
う ち �有 価 証 券  
うち�コ�ー�ル�ロ�ー�ン� 
う ち �預 �け �金 �

資 金 調 達 勘 定  

う ち �預 �金 �
う ち �譲 渡 性 預 金  
う ち 売 渡 手 形 �

 

（注）�

（単位：百万円・％） 

（単位：百万円・％） 

資 金 運 用 勘 定 � 
う ち �貸 出 金  
うち�商品有価証券  
う ち �有 価 証 券  
うち�コ�ー�ル�ロ�ー�ン� 
う ち �預 �け �金 � 

資 金 調 達 勘 定 � 
う ち �預 �金 �
う ち �譲 渡 性 預 金  
う ち 売 渡 手 形 �

 

（単位：百万円・％） 

国際業務部門 

合 計  

平成20年3月期 

平均残高 利　　息 利 回 り  

平成19年3月期 

（5,468）�

286,259
196

62,638
14,068
7,547

367,782
364,712
3,063

－�

（11）�

8,003
0

829
23
41

588
585
2
－�

376,337 8,910 2.36
2.79
0.28
1.32
0.16
0.55

0.16
0.16
0.08
－�

平均残高 利　　息 利 回 り  

（6,495）�

296,678
173

64,391
20,856
2,945

384,381
377,573
6,801

－�

（26）�

8,514
1

999
100
17

1,239
1,223
16
－�

391,610 9,660 2.46
2.86
0.68
1.55
0.48
0.60

0.32
0.32
0.23
－�

平成20年3月期 平成19年3月期 

4.40 

4.44

5.84

0.25
 

2.55

－�

243

240

1

（11）�
13
2

－�

5,524 

5,410

32

（5,468）�
5,551
82

－�
－�－�－�

－�－�－�

－�－�－�
－�－�－�

平均残高 利　　息 利 回 り  

2.65 

2.66

4.63

0.42
 

2.10

－�

174

171

1

（26）�
28
1

－�

6,556 

6,430

36

（6,495）�
6,578
83

－�
－�－�－�

－�－�－�

－�－�－�
－�－�－�

平均残高 利　　息 利 回 り  

平成20年3月期 平成19年3月期 

376,393
286,259

196
68,048
14,068
7,580

367,865
364,794
3,063

－�

9,142
8,003

0
1,069
23
43

590
588
2
－�

2.42
2.79
0.28
1.57
0.16
0.57

0.16
0.16
0.08
－�

平均残高 利　　息 利 回 り  

391,671
296,678

173
70,822
20,856
2,982

384,464
377,657
6,801

－�

9,807
8,514

1
1,170
100
19

1,241
1,225
16
－�

2.50
2.86
0.68
1.65
0.48
0.65

0.32
0.32
0.23
－�

平均残高 利　　息 利 回 り  

1.（　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息（内書き）であります。�
2.国際業務部門の当行国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方法）により算出しております。 
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国内業務部門 

残高および利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含める方法により算出しております。�

残高および利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含める方法により算出しております。�

残高および利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含める方法により算出しております。�

（注）�

（単位：百万円） 

受 取 利 息 �
う ち �貸 出 金  
うち�商品有価証券  
う ち �有 価 証 券  
うち�コ�ー�ル�ロ�ー�ン� 
う ち �預 �け �金 � 

支 払 利 息 � 
う ち �預 �金 � 
う ち �譲 渡 性 預 金  
う ち 売 渡 手 形 �

（注）�

（単位：百万円） 

受 取 利 息 �
う ち �貸 出 金  
うち�商品有価証券  
う ち �有 価 証 券  
うち�コ�ー�ル�ロ�ー�ン� 
う ち �預 �け �金 � 

支 払 利 息 � 
う ち �預 �金 � 
う ち �譲 渡 性 預 金  
う ち 売 渡 手 形 �

（注）�

（単位：百万円） 

受 取 利 息 � 
う ち �貸 出 金  
うち�商品有価証券  
う ち �有 価 証 券  
うち�コ�ー�ル�ロ�ー�ン� 
う ち �預 �け �金 � 

支 払 利 息 � 
う ち �預 �金 � 
う ち �譲 渡 性 預 金  
う ち 売 渡 手 形 �

国際業務部門 

合 計  

受取�・�支払利息の分析  

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

平成20年3月期 

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

平成20年3月期 

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

平成20年3月期 

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

平成19年3月期 

△0

0

△0

△0
△0
－�
－�

7

7

1

5
0
－�
－�

7

7

0

5
0
－�
－�

－� －� －� －� －� －�

－� －� －�
－�

27

27

0

4
0
－�
－�

－�
－�

△96

△96

△0

9
△0
－�
－�

－�
－�

△69

△68

△0

14
△0
－�
－�

－�
－�－� －�

平成19年3月期 

△0

162
113
△0
51
△7
23

8
13
0

－�

382
299
△0
45
32
△30

53
41
8

－�

283
212
0
54
44
6

597
595
4

－�

665
511
0

100
77
△24

650
637
13

0

202
88
0
53
29
12

264
257
0

△0

364
202
0

105
22
35

272
271
1

平成19年3月期 

158
113
△0
43
△7
22

8
13
0

△0

376
299
△0
27
32

△27

53
41
8
－�

372
212
0

142
44
4

597
595
4
－�

749
511
0

169
77
△23

650
637
13
－�

203
88
0
54
29
12

263
257
0
0

361
202
0
97
22
35

272
270
1

△0

�
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損 益 の 状 況 �

役務取引の状況  （単位：百万円） 

役 務 取 引 等 収 益  

うち�預金�・�貸出業務 

う ち �為 替 業 務  

うち�証券関連業務  

う ち �代 理 業 務  

うち�保護預�り�・�貸金庫業務 

う ち �保 証 業 務  

役 務 取 引 等 費 用  

う ち �為 替 業 務  

損益計算書中「営業経費」の内訳であります。�（注）�

その他業務利益の内訳 

商品有価証券売買損益   

外 国 為 替 売 買 損 益    

国債等債券売却損益   

金 融 派 生 商 品 損 益    

合 計   

（単位：百万円） 

営業経費の内訳  

  

（単位：百万円） 

国内業務部門�は�国内店�の円建取引�、�国際業務部門�は�国内店�の外貨建取引�で�あ�り�ま�す�。�ただ�し�、�円建対非居住者取引�は�、�国際業務部門�に�含�め�て�お�り�ま�す�。� （注）� 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成20年3月期 平成19年3月期 

744

99

389

92

39

23

1

735

87

10

－�

10

－�

－�

－�

－�

7

7

754

99

399

92

39

23

1

742

94

713

102

387

75

40

23

1

708

91

9

－�

9

－�

－�

－�

－�

6

6

722

102

396

75

40

23

1

714

97

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成20年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成19年3月期 

0

－�

△458

－�

△457

－�

6

－�

－�

6

0

6

△458

－�

△450

0

－�

309

－�

310

－�

2

－�

－�

2

0

2

309

－�

312

平成20年3月期 

給 料 �・ �手 当  
退 職 給 付 費 用  
福 利 厚 生 費  
減 価 償 却 費   
土地建物機械賃借料  
営 繕 費   
消 耗 品 費  
給 水 光 熱 費  
旅 費  
通 信 費  
広 告 宣 伝 費  
租 税 公 課  
そ の �他 �

　 計 　  

（単�位�：�百万円�）� 

 

業 務 純 益  

銀行の基本的な業務の成果を示す利益指標として用いられております。�
預金、貸出、有価証券などの利息収支を示す「資金利益」、各種手数料などの収支を示す「役務取引等利益」、債券や外国為替などの売買損益を示す「その�
他業務利益」の三つを合計した「業務粗利益」より「貸倒引当金繰入額」および「経費」を差し引いて計算します。�

業務純益とは�

平成20年3月期 

2,143

平成19年3月期 

2,830

（単�位�：�百万円�）� 

 

コア業務純益�

業務純益から一時的な変動要因（国債等債券関係損益、一般貸倒引当金繰入額）を除いた、銀行の本来業務での利益を表しております。�コア業務純益とは� 

平成20年3月期 

2,505

平成19年3月期 

2,429

平成19年3月期 

3,124
225
45
277
399
25
114
59
14
122
42
282

1,397

6,131

3,148
175
57
285
391
29
91
61
17
123
52
274

1,519

6,228
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損 益 の 状 況 �

単体�自�己資本比率�（�国内基準�）�

　自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどう

かを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に定められた算式に基づき、算出しております。�

　なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。�

　また、「バーゼル       第3の柱（市場規律）に基づく開示」については54ページ以降に記載しております。�

(注)1. 告示第40条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先
出資証券を含む。）であります。�

2. 告示第41条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。�
（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること�
（2）一定の場合を除き、償還されないものであること�
（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること�
（4）利払い義務の延期が認められるものであること�

3. 告示第41条第1項第4号および第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。�
4. 告示第43条第1項第1号から第5号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額が含まれております。�

（単位：百万円） 

項　　　　　　目 

基本的項目�
（Tier1）�

（Tier2）�
補完的項目 

控除項目 

自己資本額� 

リスク・ 
アセ�ッ�ト�等�

 

資 本 金 

う ち �非 累 積 的 永 久 優 先 株�

新 株 式 申 込 証 拠 金 �

資 本 準 備 金 

そ の �他 資 本 剰 余 金  

利 益 準 備 金 

そ の �他�

新 株 予 約 権 �

の れ ん 相 当 額 �

自 己 株 式 �

自 己 株 式 申 込 証 拠 金 �

社 外 流 出 予 定 額 �

　 計　  

土地の再評価額�と�再評価の直前の帳簿価額の差額の45％�相当額 

一 般 貸 倒 引 当 金 

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 

う ち �永 久 劣 後 債 務 

うち�期限付劣後債務及�び期限付優先株 

計 

う ち �自 �己 資 本 へ �の �算 入 額 � 

控 除 項 �目� 

（A）�　+　�（B）�　－　�（C）�  　 

資 産 �（ �オ �ン �・ �バ �ラ �ン �ス �） �項 �目 � 

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 �

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 �

 

  

 

 

  

 

 

そ の �他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 （�△�）�

 

（�△�）�

（�△�）�

（�△�）�

営 業 権 相 当 額 （�△�）�

 

（A）� 

 

 

 

 

 

 

（B）� 

（C）� 

（D）� 

 

（E）� 

（参考）Tier1比率＝�A ×100H

うち�ス�テップ�・�ア�ップ�金�利�条�項�付�の優先出資証券  （注�1）� 

 

 

 

（注�2）� 

（注�3）� 

 

 

（注�4）� 

平成20年3月31日 

繰 延 税 金 資 産 の 控 除 金 額 �

繰延税金資産の控除前の[基本的項目]計（上記各項目の合計額）�

 （�△�）�

（�△�）�

企業結合により計上される無形固定資産相当額�

（�△�）�証券化取引に伴い増加した自己資本相当額�

そ の 他 利 益 剰 余 金 �

 

オペレーショナル・リスク相当額に係る額 （（G）/8％）� 

（参考）オペレーショナル・リスク相当額� 

計 　（ E ）+（ F ）�

 

（H）�

（F）�

（G）�

 

単体自己資本比率（国内基準）= D
×100H

平成19年3月31日 

%

2,500 

－ 

1,203 

－ 

－ 

1,396
10,405

－ 

－ 

68

－ 

－ 

51

－ 

－ 
－ 

－ 

－ 

－ 

15,385

－ 

2,936

1,325

－ 

－ 

－ 

4,262

4,262

106

19,542

195,789

638

196,428

15,665

1,253

212,093

7.25

%9.21

%

2,500 

－ 

1,203 

－ 

－ 

1,396
10,580

－ 

－ 

68

－ 

－ 

58

－ 

－ 
－ 

－ 

－ 

－ 

15,553

－ 

2,936

1,355

－ 

－ 

－ 

4,292

4,292

105

19,741

200,391

525

200,916

15,999

1,279

216,916

7.17

%9.10

42



預金の種類別残高�

 

（注）�1．� 
2．� 
譲渡性預金�は�含�ん�で�お�り�ま�せ�ん。� 
その�他�と�は�、�公金預金�・�金融機関預金�で�す�。� 

預金者別残高  

個 人  
法 人  
そ の �他 �

合 計  

（単位：百万円・％） 

金　　額 構成比 

平成20年3月31日 平成19年3月31日 

296,402
79,291
2,467

378,161

78.38
20.97
0.65

100.00

310,855
78,325
2,949

392,130

79.27
19.98
0.75

100.00

金　　額 構成比 

財形貯蓄残高  

残 高  

（単位：百万円） 

平成20年3月31日 平成19年3月31日 

622 609

（注）�1．� 
2．� 

譲 渡 性 預 金  

総 　 合 　 計  

　�
　�

 

（単位：百万円・％） 平均残高  

流動性預金=当座預金�＋�普通預金�＋�貯蓄預金�＋�通知預金 
定期性預金=定期預金�＋�定期積金 

4．� 国際業務部門�の国内店外貨建取�引�の�平均残高�は�、�月次�力�レ�ン�ト�方�式�（前�月�末TT仲値�を当該月�の�ノ�ン�エ�ク�ス�チ�ェ�ン�ジ�取�引�に�適�用�す�る�方�法�）�によ�り�算�出�し�て�お�り�ま�す�。�  

平成20年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　計 構成比 

平成19年3月期 

3,063

367,776

3,063

367,858

0.83

100.00

�
�

－�

82

国内業務部門 国際業務部門 合　計 構成比 

6,801

384,375

6,801

384,458

1.77

100.00

う ち 流 動 性 預 金  112,097 112,138 30.4940 112,611 112,658 29.3047

う ち 定 期 性 預 金  251,391 251,432 68.3541 263,719 263,755 68.6135
�
�

う ち そ の 他 � 1,223 1,223 0.33－� 1,242 1,242 0.32－�

預 金 合 計 �364,712 364,794 99.1782 377,573 377,657 98.2383

－�

83

（単位：百万円・％） 

譲 渡 性 預 金  

総 　 合 　 計  

　�
　�

 

（注）�1．� 
2．�
3．�
 
 

流動性預金=当座預金�＋�普通預金�＋�貯蓄預金�＋�通知預金 
定期性預金=定期預金�
国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。�

3．� 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。�

＋�定期積金 

期末残高  
平成20年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　計 構成比 

平成19年3月期 

1,900

379,970

1,900

380,061

0.50

100.00

－�

91

国内業務部門 国際業務部門 合　計 構成比 

2,109

394,164

2,109

394,240

0.54

100.00

う ち 流 動 性 預 金  117,116 117,172 30.8356 113,989 114,034 28.9244

う ち 定 期 性 預 金  259,901 259,936 68.3935 275,796 275,828 69.9631

う ち そ の 他 � 1,052 1,052 0.28－� 2,268 2,268 0.58－�

預 金 合 計  378,070 378,161 99.5091 392,054 392,130 99.4676

－�

76総 　 合 　 計  

種　　　類 

種　　　類 
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預 金 �

定期預金の残存期間別残高�（�期末残高�）� （単位：百万円） 

 
定 期 預 金  

定 期 預 金  

定 期 預 金  

 

（注）�1．� 
2．� 
3.

預金額�に�は�譲渡性預金�を含ん�で�お�り�ま�す�。� 
店舗数�に�は�出張所�を含ん�で�お�り�ま�す�。� 
従業員数�は�期中平均人員�を記載�し�て�お�り�ま�す�。�なお�従業員数�に�は�本部人員�を含ん�で�お�り�ま�す�。� 

1店舗および�従業員1人当�た�り�預金額�（�平均残高�）� 

営 業 店 舗 数  
1店舗当�た�り�預金額 
従 業 員 数  
従業員�１�人�当�た�り�預金額 

（店）� 

（�百万円�）� 

（人）� 

（�百万円�）� 

3か月�以上 
6か月�未満 

6か月�以上  
1年未満 

2年以上 
3年未満 

1年以上 
2年未満 

3年以上 合　計 3か月�未満 
期別 

期間 

本表�の預金残高�に�は�、�積立定期預金�を含ん�で�お�り�ま�せん。� （注）� 

平成20年3月�期 

平成19年3月�期 

平成20年3月�期 

平成19年3月�期 

平成20年3月�期 

平成19年3月�期 

38,228

38,228

0

0

59,052

59,052

60,651

60,650

1

1

59,475

59,474

80,645

80,614

19

30

62,829

62,810

53,172

53,170

14

1

50,233

50,218

33,595

33,593

1

1

17,078

17,077

1,376

1,376

0

－�

1,686

1,686

267,669

267,634

250,357

250,320

37

34

平成20年3月期 平成19年3月期 

41
8,972
496
740

41
9,377�

�510
752

う ち 固 定 金 利 �

う ち 変 動 金 利 �
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貸出金�お�よ�び�支払承諾見返額の担保別内訳  

有 価 証 券 �
債　　　　　　　　  権�
商　　　　　　　　  品�
不　　　　動　　　　産�
そ　　　　の　　　　他�
（� 小 　 計 �） �
保　　　　　　　　  証�
信　　　　　　　　  用�

合　　　　　　　　  計�
（う�ち�劣後特約付貸出金�）� 

種　　　類 

（単位：百万円） 

貸出金� 支払承諾見返額 

平成20年3月31日 

貸出金� 支払承諾見返額 

）� 

平成19年3月31日 

（－）�

294
11
－�

78,278
7,251

（85,835）�
111,141
96,307

293,283

－�
－�
－�

267
136

（403）�
－�

236

639
（－）�

303
－�
－�

78,205
6,573

（85,082）�
112,192
109,865

307,140

－�
－�
－�

218
37

（255）�
－�

186

441

貸出金の種類別残高  

期末残高  

貸出金の残存期間別残高�（�期末残高�）� （単位：百万円） 

 

貸 出 金  

 

う ち �変 動 金 利  

 

う ち �固 定 金 利  

1年超 
3年以下 

3年超 
5年以下 

7年超 
5年超 
7年以下 

期間の定め� 
のない�も�の� 

合　計 1年以下 
期別 

期間 

割 引 手 形  
手 形 貸 付  
証 書 貸 付  
当 座 貸 越  

合 計  

種　　　類 

（単位：百万円） 

（注）�残存期間1年以下�の貸出金�に�つ�い�て�は�、�変動金利�、�固定金利�の区別�を�し�て�お�り�ま�せ�ん。� 

貸�
出�
金� 

平均残高  

割 引 手 形  
手 形 貸 付  
証 書 貸 付  
当 座 貸 越  

合 計  

種　　　類 

（単位：百万円） 

貸�
出�
金� 

－�

－�
－�
－�
－�

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成20年3月期 平成19年3月期 

13,971
22,615
239,646
17,051

293,283

13,971
22,615
239,646
17,051

293,283

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

�

�

平成20年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

－�

－�
－�
－�
－�

�

�

平成19年3月期 

12,773
23,007
234,525
15,952

286,259

12,773
23,007
234,525
15,952

286,259

－�

－�
－�
－�
－�

13,081
22,266
253,915
17,876

307,140

13,081
22,266
253,915
17,876

307,140

－�

－�
－�
－�
－�

11,900
22,130
245,380
17,267

296,678

11,900
22,130
245,380
17,267

296,678

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成20年3月�

平成19年3月�

期 

平成20年3月�期 

平成20年3月�期 

期 

平成19年3月�期 

平成19年3月�期 

56,271

48,935

28,440

8,047

20,393

32,543

9,535

23,008

51,965

15,105

36,860

44,488

16,391

28,096

32,510

15,609

16,900

32,907

18,731

14,176

120,075

56,227

63,848

117,357

 71,908

45,448

17,876

17,876

17,051

－�

－�

17,051

307,140

293,283
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業種別貸出状況  

国 内 店 分  
（除�く�特別国際金融取引勘定分�）� 
製 造 業  
農 業  
林 業  
漁 業  
鉱 業  
建 設 業  
電気�・�ガス�・�熱供給�・�水道業 
情 報 通 信 業  
運 輸 業  
卸 売 �・ �小 売 業  
金 融 �・ �保 険 業  
不 動 産 業  
各 種 �サ �ー �ビ �ス �業  
地 方 公 共 団 体  
そ の �他 �

海外店分及�び特別国際金融取引勘定分 
政 府 等  
金 融 機 関  
商 工 業  
そ の �他 �

合 計  

業 種 別  

（単位：件・百万円・％） 

 

貸出先数 貸出金残高 構成比 

平成20年3月31日 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

�

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

平成19年3月31日 

29,519

1,165
23
1
8
11

2,382
1
82
234

2,329
101
780

3,319
6

19,077

29,519

293,283

20,009
240
0

257
1,046
33,958
2,000
1,062
8,597
31,712
19,922
42,421
41,300
11,139
79,614

293,283

100.00

6.82
0.08
0.00
0.09
0.36
11.58
0.68
0.36
2.93
10.81
6.79
14.47
14.08
3.80
27.15

100.00

 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

�

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

29,298

1,171
26
－�
9
13

2,502
2
86
278

2,311
86
829

3,419
6

18,560

29,298

307,140

19,968
218
－�
75

2,645
36,148
2,200
3,487
9,332
32,321
17,764
44,954
40.283
16,962
80,775

307,140

100.00

6.50
0.07
－�

0.02
0.86
11.77
0.72
1.14
3.04
10.52
5.78
14.64
13.12
5.52
26.30

100.00

貸出先数 貸出金残高 構成比 

中小企業等向け貸出  

総 貸 出 金 残 高 �（ �A） � 

中小企業等貸出金残高�（B）� 

総貸出�に�占�め�る�比率�（�B／A）� 

区　　　分 

（単位：百万円）�

貸出金使途別内訳  

設 備 資 金  
運 転 資 金  

合 計  

区　　　分 

（単位：百万円・％） 

中小企業等�と�は�資本金3億円�（た�だ�し�、�卸売業�は�1億円�、�小売業�、�サー�ビス�業は�5千万円�）�以下�の会社又�は�常�用�す�る�従業員�が�300人�（た�だ�し�、�卸売業�は�100人�、�小�
売業�は�50人�、�サー�ビス�業は�100人�）�以下�の会社および個人であります。�

（注）� 

貸出先数� 金　額 

平成20年3月31日 

貸出先数 金　額�

平成19年3月31日 

29,519

29,489

99.89

293,283

270,023

92.06

29,298

29,252

99.84

307,140

272,739

88.79

特定海外債権残高�
・�平成19年3月�期　　該当�あ�り�ま�せ�ん。� ・・�平成20年3月�期　　該当�あ�り�ま�せ�ん。�

個人ローン残高�

個 人 ロ ー ン 残 高 �
うち住宅ローン残高�

区　　　　分�

（単位：件・百万円）�

平成20年3月31日 

54,558
33,185

平成19年3月31日 

55,004
34,410

貸出金残高 構成比 

平成20年3月31日 平成19年3月31日 

121,574
171,709

293,283

41.45
58.55

100.00

貸出金残高 構成比 

125,098
182,041

307,140

40.73
59.27

100.00
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貸 出 金 �

1店舗および�従業員1人当�た�り�貸出金�（�平均残高�）� 

営 業 店 舗 数  
1店舗当�た�り�貸出金 
従 業 員 数  
従業員�１�人�当�た�り�貸出金 

（店）� 

（�百万円�）� 

（人）� 

（�百万円�）� 

貸出金償却額  （単位：百万円） 

破産更生債権及�び�こ�れ�ら�に�準�ず�る�債権 危険債権 要管理債権 

金融再生法に�基�づ�く�開示債権 （単位：百万円） 

破産更生債権及び  
これらに準ずる債権 
危 険 債 権  
 
要 管 理 債 権  
正 常 債 権  

破 綻 先 債 権  
 
 
 
延 滞 債 権  
 
3カ�月�以上延滞債権  
貸 出 条 件 緩 和 債 権  
 

1. 
 
2. 
 
3. 
4.

（注）�

破産手続開始�、�更生手続開始�、�再生手続開始�の申立�て�等�の�事由�に�よ�り�経営破綻�に�陥�っ�て�い�る�債務者�に�対�す�る�債権及�び�こ�れ�ら�に�準�ず�
る�債権。� 
債務者�が�経営破綻�の状態�に�は�至�っ�て�い�な�い�が�、�財政状態及�び�経営成績�が�悪�化�し�、�契約�に�従�っ�た債権�の元本�の�回収及�び�利�息�の�受取�り�
ができな�い�可能性�の高�い債権。� 
3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。�
債務者�の財政状態及�び�経営成績�に�特�に�問�題�が�な�い�も�の�と�し�て�、�上記1か�ら�3ま�で�に�掲�げ�る�債権以外�の�も�の�に�区分�さ�れ�る�債権。� 
なお、�平成19年3月�期�の�正常債権額�は�281,263百万円�、�平成20年3月�期�の�正常債権額�は�294,325百万円�で�あ�り�ま�す�。� 

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の理由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない�
ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、�
法人税法施行令�（�昭和40年政令第97号�）�第96条第1項第3号�の�イ�か�ら�ホ�ま�で�に�掲�げ�る�事由又�は�同項第4号�に�規�定�す�る�事�由�が�生�
じて�いる�貸出金。� 
未収利息不計上貸出金であって、破錠先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸�
出金以外の貸出金。�
元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもの。�
債務者�の経営再建又�は�支�援�を�図�る�こ�と�を�目�的�と�し�て�、�金利�の減免�、�利息�の支払猶予�、�元本�の返済猶予�、�債権放棄�そ�の�他�の�債務者�
に有�利と�なる�取決め�を�行�っ�た貸出金�で�破綻先債権�、�延滞債権及�び�3カ月以上延滞債権に該当しないもの。�

（注） 1. 
 
 
 
2. 
 
3. 
4.

3カ月以上延滞債権� 貸出条件緩和債権 破綻先債権 延滞債権 

リス�ク�管理債権  （単位：百万円） 

平成20年3月期 平成19年3月期 

41
6,981
496
576

41
7,236
510
581

平成19年3月期 

0 1

平成20年3月期 

 

平成20年3月�31日�

5,570 3,473 3,906 12,950

6,227 5,024 2,280 13,533

平成19年3月�31日�

 

 

平成20年3月�31日�

3,9061,331 7,669 12,907平成19年3月�31日� －�

2,280680 10,537 13,498－� 

（注）�預金�に�は�譲渡性預金�を含ん�で�お�り�ま�す�。� 

国内業務部門 

預貸率�（�貸出金の預金に�対する比率�）� 

期 末 預 貸 率  
期 中 平 均 預 貸 率  

（単位：％） 

国際業務部門 合　　　計 

合　　　計 

合　　　計 

平成20年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

平成19年3月期 

77.18
77.83

77.16
77.81

－�
－�

77.92
77.18

77.90
77.16

－�
－�

・� ・�

貸倒引当金残高�お�よ�び�期中の増減額  

一 般 貸 倒 引 当 金  
個 別 貸 倒 引 当 金  
うち�非居住者向�け債権分 

合 計  

（単位：百万円） 

増加額 減少額 
平成20年 
3月期 

平成19年度中の 

増加額� 減少額�
平成19年 
3月期 

－�

1,900
2,024

3,925

平成18年度中の 平成18年 
3月期 

－�

1,900
1,425

3,326

－�

1,997
1,709

3,691

－�

1,809
2,664

4,474

－�

1,809
2,350

4,160

－�

1,900

3,610

－�

1,997
2,292

4,290

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、当行の貸借対照表の社債（当該社債を有する
金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が金融商品取引法（昭和23年法律第25号）
第2条第3項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上されるも
の並びに貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）につい
て債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。�

1,694
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有価証券の残存期間別残高�（�期末残高�）� （単位：百万円） 

 

国 債  

 

地 方 債  

 

1年超 
3年以下 

3年超 
5年以下 10年超 

5年超 
7年以下 

7年超 
10年以下 

期間の定め 
のないもの 合　計 1年以下 期別 

期間 

平成20年3月�期 

期 

平成20年3月�期 

423

3,999

454

5,535

2,468

311

－ 

10,338

2,083

7,494 30,692

5,430

期 平成19年3月�

平成19年3月�

3,013

－ 

－ 

－ 

454

－�

611

4,177

2,000

610

－ 

6,313

235

7,411 31,815

3,301

13,302

－ 

－ 

－ 

社 債  

短 期 社 債  

 

株 式  

 

そ の �他 �の �証 券  

 

う ち �外 国 債 券  

 

う ち �外 国 株 式  

 

期 

平成20年3月�期 

期 

平成20年3月�期 

期 

平成20年3月�期 

期 

平成20年3月�期 

期 

平成20年3月�期 

1,768

 

 

－ 

－ 

 

 

2,885

 

 

99

99

 

 

1,834

 

 

801

801

 

 

1,995

 

 

－ 

－ 

 

 

4,718

 

 

－ 

－ 

 

 

377

 

 

5,000

5,000

 

 

13,648

4,147

－ 

－ 

13,580

13,648

10,048

5,901

平成19年3月�

平成19年3月�

平成19年3月�

平成19年3月�

平成19年3月�

－ 

－ 

1,115

99

99

2,266

－�

ー�

4,665

4,137

4,137

2,196

－ 

－ 

5,278

993 

993

－�

2,000

2,000

10,436

4,382

－ 

－ 

15,522

10,436

11,613

7,230

－ 

－ 

期 

平成20年3月�期 

－ － － － － － － 平成19年3月� － 

－ － － － － － － － 

保有有価証券残高  
（単位：百万円・％） 

国 債 �
地 方 債 �

社 債  
株 式  
そ の �他 �の �証 券  
う ち �外 国 債 券  
う ち �外 国 株 式  

合 計  

（単位：百万円・％） 

国 債  
地 方 債  

社 債  
株 式  
そ の �他 �の �証 券  
う ち �外 国 債 券  
う ち �外 国 株 式  

合 計  

期末残高 

平均残高 

平成20年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　計 構成比 

�

 
�

�

平成20年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　計 構成比 

国内業務部門 国際業務部門 合　計 構成比 

 

平成19年3月期 

30,692
5,430

13,580
13,648
4,147

�
�

67,498

30,692
5,430

13,580
13,648
10,048
5,901

－�

73,399

41.82
7.40

18.50
18.59
13.69
8.03
－�

100.00

－�
－�

－�
－�

5,901
5,901

－�

5,901

31,815
3,301

15,522
10,436
4,382

�
�

65,458

31,815
3,301

15,522
10,436
11,613
7,230

－�

72,689

43.77
4.54

21.35
14.36
15.98
9.94
－�

100.00

－�
－�

－�
－�

7,230
7,230

－�

7,230

平成19年3月期 

24,958
12,137

12,684
9,469
3,387

�
�

62,638

24,958
12,137

12,684
9,469
8,798
5,410

－�

68,048

36.68
17.84

18.64
13.91
12.93
7.95
－�

100.00

－�
－�

－�
－�

5,410
5,410

－�

5,410

国内業務部門 

30,313
5,519

14,449
9,474
4,634

�
�

64,391

30,313
5,519

14,449
9,474
11,065
6,430

－�

70,822

42.80
7.79

20.40
13.38
15.63
9.07
－�

100.00

－�
－�

－�
－�

6,430
6,430

－�

6,430

国際業務部門 合　計 構成比 

短 期 社 債  －� －� －�－� －� －� －�－�

短 期 社 債  －� －� －�－� －� －� －�－�
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（�注）預金�に�は�譲渡性預金�を含ん�で�お�り�ま�す�。� 

預証率（有価証券の預金に対する比率）  

期 末 預 証 率  
期 中 平 均 預 証 率  

（単位：％） 

種　　　類 

公共債引受額  

国 債  
地 方 債 �・ �政 保 債  

合 計  
 

（単位：百万円） 

種　　　類 

公共債および証券投資信託窓販実績  

国 債  
地 方 債 ・ 政 保 債 �

合 計  
 

（単位：百万円） 

種　　　類 

公共債�デ�ィ�ー�リ�ン�グ�実績  

商品有価証券売買高�  

商 品 国 債  
商 品 地 方 債  
商 品 政 府 保 証 債  

合 計  

（単位：百万円） 

種　　　類 

商品有価証券平均残高�  

商 品 国 債  
商 品 地 方 債  
商 品 政 府 保 証 債  
その他の商品有価証券 

合 計  

（単位：百万円） 

（�注）地方債�の中�に�非公募債�（�平成19年3月�期1,680百万円、平成20年3月期500百万円)の引受は含んでいません。�

国内業務部門 国際業務部門 

平成20年3月期 

17.76
17.03

6,461.23
6,565.30

19.31
18.49

16.60
16.75

9,479.18
7,726.89

18.43
18.42

平成19年3月期 

平成20年3月期 

－�
2,250

2,250

平成19年3月期 

－�
1,400

1,400

平成20年3月期 

平成20年3月期 

平成20年3月期 

186
23
－�

209

平成19年3月期 

186
9
－�
－�

196

平成19年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 

証 券 投 資 信 託 �

1,230
642

4,956

平成19年3月期 

3,084

244
3
－�

247

157
16
－�
－�

173

1,127
436

3,322

1,759

合　　　計 合　　　計 
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3. （単位：百万円） その他有価証券で時価のある�もの 

（単位：百万円） 

株 式 

債 券  

国 債  

地 方 債 

社 債  

そ の �他 �

合 　 　 　 計  

株 式  

債 券  

国 債  

地 方 債  

社 債  

そ の �他 �

合 　 　 　 計  

評価差額 うち益 取得原価 貸借対照表計上額 うち損 

平成19年3月31日 

有価証券関係  

売 買 目 的 有 価 証 券 �

（単位：百万円） 

※2.「�子会社株式及�び関連会社株式�で�時�価の�あ�る�もの�」�は、�該当�あ�り�ま�せ�ん。� 

2.満期保有�目�的の債券で時価のある�もの 

1.売買�目�的有価証券 

（単位：百万円） 

そ の �他 �

（単位：百万円） 

そ の �他 � 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 平成20年3月�期�の損益�に�含�ま�れ�た�評価差額 平成19年3月�期�の損益�に�含�ま�れ�た�評価差額 

平成20年3月31日 

186 0 154 0

平成19年3月31日 

差額 うち�益� 貸借対照表計上額 時価 

27 1025,027 755,000

うち損 

平成20年3月31日 

差額 うち�益� 貸借対照表計上額 時価 うち損 

△257 －�1,742 2572,000

平成19年3月31日 

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

8,283

49,553

30,585

5,400

13,567

4,660

62,497

12,952

49,702

30,692

5,430

13,580

5,048

67,704

4,669

149

106

29

12

388

5,206

4,780

223

110

35

77

388

5,392

111

73

3

5

64

0

185

うち損 

9,483

50,129

31,557

3,250

15,321

10,161

69,775

9,740

50,639

31,815

3,301

15,522

9,613

69,993

256

509

257

51

200

△548

218

1,270

631

345

51

234

9

1,911

1,103

121

87

0

33

558

1,693

 

平成20年3月31日 

評価差額 うち益 取得原価 貸借対照表計上額 

・

・

・

・

・

・

・ ・

・ ・

・�

（注）1. 貸借対照表計上額は、株式については事業年度末前1カ月の市場価格等の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、事業年度末日における
市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。�

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。�
3. 平成20年3月期において、その他有価証券で時価のある株式について9百万円減損処理を行っております。�
有価証券の減損処理については、決算時の時価の下落率が簿価の30％以上であるものを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、時
価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可能性の判定を行い、減
損処理を行っております。�

（注）1. 貸借対照表計上額は、株式については事業年度末前1カ月の市場価格等の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、事業年度末日における
市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。�

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。�
3. 平成19年3月期において、その他有価証券で時価のある株式について685百万円減損処理を行っております。�
有価証券の減損処理については、決算時の時価の下落率が簿価の30％以上であるものを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、
時価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可能性の判定を行い、
減損処理を行っております。�

（注）1. 時価は、事業年度末日における市場価格等に基づいております。�
2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。�

�

※1.貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品国債」「商品地方債」を含めて記載しております。�
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4.前�・�当年度中に�売�却�し�た満期保有�目�的の債券 

6.

5.前�・�当年度中に�売�却�し�た�そ�の他有価証券 

時価評価されていない有価証券の主な内容および貸借対照表計上額� （単位：百万円） 

そ の �他 有 価 証 券  

（単位：百万円） 

そ の �他 有 価 証 券  
非 上 場 株 式 �

その他有価証券評価差額金 

（単位：百万円） 

債 券  

国 債  

地 方 債  

社 債  

そ の �他 �

合 　 　 　 計  

金銭の信託関係  

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

7.保有�目�的�を�変�更�し�た有価証券 

（単位：百万円） 

2.満期保有目的の金銭の信託 

3.その他の金銭の信託（運用目的および満期保有目的以外） 

1.運用�目�的の金銭の信託 

評 価 差 額  

そ の �他 有 価 証 券  

その�他�の�金�銭�の信託 

（＋）�繰 延 税 金 資 産  

（ △ �）�繰延税金負債  

その�他有価証券評価差額金 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

23,544 214 458 12,395 332 －�

平成20年3月期 

  

695

平成20年3月31日 

・平成19年3月期末　　該当ありません。�

・平成19年3月期末　　該当ありません。�

・平成19年3月期末　　該当ありません。�

・平成20年3月期末　　該当ありません。�

・平成20年3月期末　　該当ありません。�

・平成20年3月期末　　該当ありません。�

・平成19年3月期末　　該当ありません。� ・・平成20年3月期末　　該当ありません。�

・平成19年3月期　　　該当ありません。� ・・平成20年3月期　　　該当ありません。�

5年超10年以内 1年以内 1年超5年以内 10年超 5年超10年以内 1年以内 1年超5年以内 10年超 

平成20年3月31日 平成19年3月31日 

5,205

3,013

423

1,768

ー�

5,205

17,177

9,534

2,923

4,720

901

18,078

19,447

10,649

2,083

6,714

ー 

19,447

7,871

7,494

ー 

377

5,000

12,871

14,872

13,302

454

1,115

99

14,972

13,721

4,177

2,611

6,931

4,137

17,858

14,634

6,924

235

7,475

993

15,628

7,411

7,411

ー 

ー 

2,000

9,411

・�

平成20年3月31日 

5,206

5,206

ー 

ー 

2,105

3,101

平成19年3月31日 

218

218

ー 

ー 

88

130

平成19年3月期 

平成19年3月31日 

695

証 券 業 務  

8.その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の償還予定額 
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デリ�バテ�ィブ�取引関係  
1. 取引の状況に�関する事項 

2. 取引の時価等に�関する事項 

（1）金利関連取引 

平成19年3月期末　　該当ありません。�

（2）�通貨関連取引 （単位：百万円） 

　当行は、先物為替予約および為替スワップ取引を行っております。�
　先物為替予約および為替スワップ取引は、顧客ニーズに応え為替変動リスクヘッジのために行っており、顧客の実需取引に限定しております。�
　またリスク管理体制については、「市場関連リスク管理方針」、「市場関連リスク管理規定」に基づき、厳格なリスク管理を行っております。�
　なお、為替関係については、外為市場との直接取引は行っておらず、全て都市銀行等コルレス銀行への取次のみであるため、リスクはな
いと認識いたしております。�

種　類 区分 

通 貨 先 物  
売 建  
買 建  

通 貨 �オ �プ �シ �ョ �ン � 
売 建  
買 建  

通 貨 �ス �ワ �ッ �プ � 
為 替 予 約  
売 建 �
買 建  

通 貨 �オ �プ �シ �ョ �ン � 
売 建  
買 建  

そ の �他 � 
売 建  
買 建  

合 計  

店�
　�
頭� 

取�
引�
所� 

平成19年3月31日 

契約額等 うち�1年超 時価 評価損益 

1
1

 
－�
－�
 
－�
－�

－�
 

 
－�
－�
 
－�
－�

－�

 
－ 
－ 
 
－ 
－ 

－ 
 
－ 
－ 
 
－ 
－ 
 
－ 
－ 

－ 

△0 
0 

0

 
－ 
－ 
 
－ 
－ 

－ 
 

 
－ 
－ 
 
－ 
－ 

△0 
0 

0

 
－ 
－ 
 
－ 
－ 

－ 
 

 
－ 
－ 
 
－ 
－ 

・�

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。�
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会
計を適用している通貨スワップ取引等は、該当ありません。�

2. 時価の算定�
割引現在価値等により算定しております。�

証 券 業 務  

平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

（3）株式関連取引 

平成19年3月期末　　該当ありません。�・� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

（4）債券関連取引 

平成19年3月期末　　該当ありません。�・� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

（5）商品関連取引 

平成19年3月期末　　該当ありません。�・� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

（6）クレジットデリバティブ取引 

平成19年3月期末　　該当ありません。�・� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�
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外国為替取扱高  

内国為替取扱高  （単位：千口・百万円） 

 
送 金 為 替  
 

代 金 取 立  

外国為替債務保証見返りを除く。 （注）� 

仕 向  
被 仕 向  

仕 向  
被 仕 向  

（単位：百万米ドル） 

 
仕 向 為 替  
 

被 仕 向 為 替  

売 渡 為 替  
買 入 為 替  

支 払 為 替  
取 立 為 替  

合 　 　 　 計  

外貨建資産残高  （単位：百万米ドル） 

平成20年3月期 

12
18

9
2

42

平成19年3月期 

10
2

10
1

26

平成20年3月31日 

1

平成19年3月31日 

1

金　額 口　数 金　額 口　数 

平成20年3月期 平成19年3月期 

829
792

59
14

486,658
527,564

72,900
19,440

833
797

57
14

512,356
522,406

77,150
20,613

・�

・�

・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�
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【定性的な開示事項】（平成20年3月期）�

自己資本調達手段の概要（第2条第2項第1号）�
　当行では、自己資本調達としては、普通株式27百万株の発行により資本調達を行っております。なお、これ以外の非累

積的永久優先株式や期限付劣後債務等による資本調達は行っておりません。�

銀行の自己資本の充実度に関する評価方法の概要（第2条第2項第2号）�
　当行では、信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等の各種リスクについて、それぞれのリスクに適したリスク

管理を行うとともに、各種リスクを横断的に把握・評価し、それらのリスクが自己資本規制上の自己資本額を超えないよう

にモニタリングすることで、自己資本の充実度を確認しております。 �

　また、自己資本比率、Ｔｉｅｒ１比率等を指標とし、充分な自己資本を確保するよう努めております。�

信用リスクに関する事項（第2条第2項第3号）�
イ． リスク管理の方針及び手続の概要�

　リスク管理の方針及び手続の概要�

　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少または消滅し、損失を被るリスクをい

います。�

　当行では、個別債務者に対する厳正な与信審査・管理を行うことで個別債務者の信用リスクを管理するとともに、

ポートフォリオ管理により銀行全体のポートフォリオの信用リスクの分散を図っております。�

　個別債務者の信用リスク管理については、信用リスク管理主管部の融資統括部が個別債務者毎に財務分析、業界

動向、資金使途、返済計画等の評価を行っております。評価は、新規与信実行時および、実行後の自己査定において

定期的に行い、常に個別債務者の信用状況を把握するよう努めております。自己査定とは、債務者区分および担保・

保証等の状況をもとに、債権の回収の危険性の度合いに応じて資産の分類を行うもので、自己査定の集計結果等に

ついては経営に報告しております。�

　銀行全体の与信ポートフォリオについては、信用リスク管理主管部の融資統括部が、業種集中度合や大口集中度

合等のリスクの状況を定期的に取締役会等に報告しております。�

　当行では、行内格付制度を導入しております。この制度は、個別債務者に信用度に応じた信用格付を付与して分

類するもので、案件審査や与信管理、与信ポートフォリオのモニタリングを行う上で、行内格付を利用しております。�

　また、信用リスクの計量化を行い、リスク統合管理部署の総合企画部は、融資統括部が計測した信用リスク量の

他、定性的評価等をモニタリングし、その結果を定期的にリスク管理委員会および取締役会に報告しております。�

　自己査定と償却・引当�

　当行では、金融検査マニュアル等に即した自己査定基準および償却・引当基準を定めており、自己査定を随時実

施し、適切な償却・引当を行っております。�

　貸倒引当金は、「貸倒償却および貸倒引当金の計上基準」に基づいて計上しており、債務者区分が「正常先」「要

注意先」に該当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の貸倒実績から計算した将来の予想損失額を一

般貸倒引当金に計上しております。「破綻懸念先」「破綻先」「実質破綻先」に該当する債権については、担保・保証

等により回収が見込まれる部分以外の額について、直接償却または個別貸倒引当金の計上を行っております。�
�

ロ． 標準的手法が適用されるポートフォリオに関する事項�

(1)リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等（適格格付機関、経済協力開発機構及び輸出信用機関をいう。

　  以下同じ）の名称�

(2)エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称�

　　当行では、保有資産のリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付は、株式会社 日本格付研究所（ＪＣＲ）および

　株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）の格付を使用しております。なお、エクスポージャーごとの格付機関の使

　い分けは行っておりません。�

�

バーゼル      第3の柱（市場規律）に基づく開示�
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信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要（第2条第2項第4号）�
　信用リスク削減手法とは、担保、保証、貸出金と預金の相殺、クレジット・デリバティブ等により、保有債権のリスクを削減

する手法をいいます。�

　当行では、貸出等の与信行為を行うにあたり、返済可能性に関する十分な検証を行っておりますが、その上で、信用リス

クを軽減するために、担保や保証等をいただくことがあります。当行が適用している担保や保証の種類としては、担保で

は預金、有価証券、不動産等があり、不動産担保が大半を占めております。保証では、信用保証協会、保証会社による保証

が主となっております。担保・保証の評価や管理等の手続については、当行が定める「事務取扱要領」「自己査定マニュア

ル」等の行内規定に基づいて、適切な取扱いを行っております。特に不動産担保については、厳正な担保評価を行うべく、

詳細な規定を定めております。�

　また、貸出金と預金の相殺を行う取引としては、手形貸付、割引手形、証書貸付、当座貸越、債務保証、外国為替を対象と

しており、「事務取扱要領」等の行内規定に基づいて、手続を行います。�

　なお、自己資本比率算出にあたっては、金融庁告示の要件を満たす適格担保および貸出金と自行預金の相殺を、信用リ

スク削減手法として適用し、リスク・アセットを削減しております。適格担保の内容としては自行預金などが主なものです。�

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び�
手続の概要（第2条第2項第5号）�

　当行における派生商品取引は外国為替先物予約取引のみであり、カレント・エクスポージャー方式（注）により信用リス

ク量を算出しております。�

　なお、当行では、当該派生商品の取引高は少なく又その信用リスク量も極めて僅少であることから派生商品取引に係る

担保による保全や引当の算定およびリスク資本や与信限度枠の割当は行っておりません。また、派生商品取引では、当行

の信用力が低下した場合に、追加的な担保提供が必要となることがありますが、当行は担保として提供可能な資産を充分

保有しております。�

証券化エクスポージャーに関する事項（第2条第2項第6号）�
イ． リスク管理の方針及び手続の概要�

　当行はオリジネーターとして平成17年3月期にＣＬＯ融資を実施しており、劣後受益権部分を保有するとともに、原

債権のサービサーとして関与しております。当行は、保有資産の証券化により、ＲＯＡ向上や、金利リスクのコントロー

ル強化に努めております。�
 �

ロ． 証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称�

　当行では、「標準的手法」により証券化エクスポージャーの信用リスク・アセット額を算出しております。�
 �

ハ． 証券化取引に関する会計方針�

　当行がオリジネーターとして関与する証券化取引の会計上の処理につきましては、金融資産の契約上の権利に対す

る支配が他に移転したことにより金融資産の消滅を認識する売却処理を採用しております。また、当行がアレンジャー

に優先受益権を売却した時点で、証券化取引に係る資産の売却を認識しております。�
 �

ニ． 証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称�

　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定には、適格格付機関である株式会社 日本格付研究所（ＪＣＲ）およ

び株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）の格付を使用しております。なお、証券化エクスポージャーの種類に応じた

適格格付機関の使い分けは行っておりません。�

(注)カレント・エクスポージャー方式とは、デリバティブ取引の信用リスク計測手段の1つで、取引を時価評価することによって再構築コストを算出し、これに契約期
間中に生じるであろう同コストの増加見込み額（ポテンシャル・エクスポージャー）を付加して算出する方法です。�
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マーケット・リスクに関する事項（第2条第2項第7号）�
　 該当ありません。�

銀行勘定における金利リスクに関する事項（第2条第2項第10号）�

イ． リスク管理の方針及び手続の概要�

　当行が管理するリスクの一つとして、市場関連リスクがあります。市場関連リスクとは、金利、有価証券等の価格、為

替等、市場における種々のリスク要因の変動により、保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいい、主

に、金利リスク、価格変動リスク、為替リスクに分けられます。�

　当行では、市場関連リスク量を適切にコントロールするために、国際証券部および総合企画部を主管部として市場

関連リスクの状況をモニタリングしております。具体的には、計量可能な市場関連リスクについては市場関連リスク量

を計測し、また、シミュレーション分析等を行って、金利・株・為替市場が大きく変動した場合に、当行が抱える市場関連

リスク量や、当行の損益がどのように変動するかを試算しております。�

　国際証券部および総合企画部は、市場関連リスクの状況について、定期的に経営に報告しており、ALM委員会等に

おいて、市場関連リスクが当行の自己資本の状況に対して許容できる状況に収まっていることを確認するとともに、市

場関連リスクのコントロールに関する方針の検討を行っております。�

オペレーショナル・リスクに関する事項（第2条第2項第8号）�
イ． リスク管理の方針及び手続の概要�

　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であること又は外

生的な事象により損失を被るリスクをいいます。�

　当行では、オペレーショナル・リスクに関し「事務リスク管理方針」および「システムリスク管理方針」を策定し適正

なリスク管理の遂行に取り組んでおります。�

　また、個別規定として、事務リスク管理規定、システムリスク管理規定等の行内規定を定め、各リスクについては、事

務部を個別リスクごとのリスク管理統括部署として、本社各部が連携し個別リスクを管理し、事故データ等の蓄積を行

っているほか、リスク統合管理部署の総合企画部にリスクの状況に関する報告を行うとともに、重要事項については取

締役会にも報告を行っております。�

　リスク統合管理部署の総合企画部は、各部からの報告を踏まえてオペレーショナル・リスク全般のモニタリングを行

っており、その結果を定期的にリスク管理委員会および取締役会に報告しております。�
 �

ロ． オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称�

　当行では、自己資本比率算出上のオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、「基礎的手法」(注)を採用し

ております。�

(注)「基礎的手法」とは、自己資本比率算出において、オペレーショナル・リスク相当額を算出するための一手法であり、1年間の粗利益の15%の直近3年間
　　の平均値をオペレーショナル・リスク相当額とするものです。�

銀行勘定における銀行法施行令第4条第4項第3号に規定する出資その他これに類する�
エクスポージャー（以下「出資等」という。）又は株式等エクスポージャーに関するリスク�
管理の方針及び手続の概要（第2条第2項第9号）�

　出資等のリスク管理につきましては、リスク管理部門において、定期的にリスクを評価し、その状況について、ＡＬＭ委員

会、リスク管理委員会、および取締役会等、経営への報告を行っております。�

　リスク評価の方法としては、上場株式等につきましては、時価評価およびバリュー・アット・リスク（VaR）によりリスク量

を計測し、リスク量の変動の状況をモニタリングしております。�
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ロ． 内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定方法の概要�

　当行では、銀行勘定（資産・負債勘定のうち、貸出金、預金、有価証券など）における金利リスクを算定するにあたり、

計量可能なリスクについては、ベーシス・ポイント・バリュー（BPV）（注1）、やアウトライヤー基準などの計測手法を用

いて、計量しております（注2）。�

　その他、収益シミュレーション分析を行い、金利変動による期間収益への影響額等の把握を行っております。�

（注1）BPV…金利が0.01%変化した場合の時価損益の変化�
（注2）金利リスク量算定にあたり、預金や貸出金の期限前解約・返済は考慮していない。�
　　　また、普通預金など満期のない預金については、期間を3カ月以内として算定。�

57

バーゼル      第3の柱（市場規律）に基づく開示�



ホ． オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額     

【定量的な開示事項】�

自己資本の構成に関する事項（第2条第3項第1号）�
・自己資本の構成及び金額については「資料編」の「損益の状況：単体自己資本比率（国内基準）」に記載しております。�

・繰延税金資産限度額を上回る金額として基本的項目から控除した額は、当行は規制に該当しないためありません。�

・準補完的項目は該当ありません。�

自己資本の充実度に関する事項（第2条第3項第2号）�
イ． 信用リスクに対する所要自己資本の額（ロ及びハの額を除く。）�

リスク・アセット� 所要自己資本額� リスク・アセット� 所要自己資本額�

現         金 �
我 が 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け �
外 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け �

【 資 産 ( オ ン ・ バ ラ ン ス ) 項 目 】 �

【 オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 】 �

（単位：百万円） 

国 際 決 済 銀 行 等 向 け �
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け �
外 国 の 中 央 政 府 等 以 外 の 公 共 部 門 向 け �
国 際 開 発 銀 行 向 け �

中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け �

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け �
地 方 三 公 社 向 け �
金 融 機 関 及 び 第 一 種 金 融 商 品 取 引 業 者 向 け �
法 人 等 向 け �

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン �
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け �
三 月 以 上 延 滞 等 �

複数の資産を裏付とする資産�（所謂ファンド）のうち、個々��

の資産の把握が困難な資産�

資 産 ( オ ン ・ バ ラ ン ス ) 計 �

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 　 計 �

合         計 �

ー�
ー�
ー�
ー�
ー�

222
ー�

317
724

3,343
75,315
44,825
16,123
25,748
669
10

6,104
ー�

9,740
12,643

ー�
ー�

ー�

195,789

638

196,428

－�
－�
－�
－�
－�
8
－�
12
28
133

3,012
1,793
644

1,029
26
0

244
ー�

389
505
ー�
ー�

ー�

7,831

25

7,857

ー�
ー�
ー�
ー�
ー�

226
ー�

206
827

2,557
76,089
46,570
16,949
24,870
1,276

8
5,972

ー�
10,227
14,608

ー�
ー�

ー�

200,391

525

200,916

－�
－�
－�
－�
－�
9
－�
8
33
102

3,043
1,862
677
994
51
0

238
ー�

409
584
ー�
ー�

ー�

8,015

21

8,036

取 立 未 済 手 形 �
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 �
株 式 会 社 産 業 再 生 機 構 に よ る 保 証 付 �
出 　 　 　 　 資 　 　 　 　 等 �
上 　 記 　 以 　 外 �
証 券 化 （ オ リ ジ ネ ー タ ー の 場 合 ） �
証 券 化 （ オ リ ジ ネ ー タ ー 以 外 の 場 合 ） �

項　　　目 

(注) 所要自己資本額＝リスク・アセット×4％    �
     �

ロ． 内部格付手法が適用される株式等エクスポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本の額�

�
     �

ハ． 信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本の額     �

 �
     �

ニ． マーケット・リスクに対する所要自己資本の額及びこのうち使用する方式ごとの額     �

    �

基 礎 的 手 法 �

（単位：百万円） 

所要自己資本額（単体）�
平成19年3月期末�

626 639

平成20年3月期末�

�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

項　　　目 

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�
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ヘ． 単体自己資本比率及び単体基本的項目比率�

信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化�
エクスポージャーを除く。）に関する事項（第2条第3項第3号）�

（単位：百万円） 

自 己 資 本 比 率 �

基 本 的 項 目 比 率 �

（単位：%） 

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

9.21

7.25

9.10

7.17

ト． 単体総所要自己資本額�

信 用 リ ス ク （ 標 準 的 手 法 ） �

総 所 要 自 己 資 本 額 �

7,857

8,483

8,036

8,676

うち債券�

三 月 以 上 延 滞 �
エクスポージャーの�
期 　 末 　 残 　 高 �

国　　　　　外　　　　　計�
国　　　　　内　　　　　計�

地　　　　域　　　　別　　　　計�
製　　　　　造　　　　　業�

（単位：百万円） 

農　　　　　　　　　　　業�
林　　　　　　　　　　　業�
漁　　　　　　　　　　　業�
鉱　　　　　　　　　　　業�

卸 売 ・ 小 売 業 �

建　　　　　設　　　　　業�
電気・ガス・熱供給・水道業�
情　　報　　通　　信　　業�
運　　　　　輸　　　　　業�

金 融 ・ 保 険 業 �
不　　　動　　　産　　　業�
各　種　サ　ー　ビ　ス　業�

5 年 超 7 年 以 下 �

期 限 の 定 め の な い も の �
残　　存　　期　　間　　別　　計�

7 年 超 �

75
314,435

314,510
20,572
240
0

257
1,138
37,446
4,000
3,062
9,251
34,245
21,034
42,714
41,887
10,689
87,969

－�
314,510
69,794
32,624
44,588

17,051
117,498
32,953

314,510

5,901
49,888

55,789
99
－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�

9,482
2,487
2,011
41,708

－�
－�

55,789
5,285
7,539
10,645

－�
30,012
2,306

55,789

－�
1,320

1,320
38
－�
－�
－�
－�

420
－�
－�
－�

275
－�
4

376
－�

204
－�

1,320
�
�
�

�
�
�

�

国 ・ 地 方 公 共 団 体 �
個　　　　　　　　　　　人�
そ　　　　　の　　　　　他�

業　　　　種　　　　別　　　　計�
1 年 以 下 �
1 年 超 3 年 以 下 �
3 年 超 5 年 以 下 �

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高�

イ．信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及びエクスポージャーの主な種類別の内訳�

信用リスクに関するエクスポージャー及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高�

(注)「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリス
ク・ウェイトが150%以上であるエクスポージャー。�

ロ． 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高のうち、次に掲げる区分ごとの額及びそれらのエクスポージャー

の主な種類別の内訳�

(1)地域別、(2)業種別又は取引相手の別、(3)残存期間別        �

　 イ.を参照。�
         �

ハ． 三月以上延滞エクスポージャーの期末残高及びこれらの次に掲げる区分ごとの額�

(1)地域別、(2)業種別又は取引相手の別�

　 イ.を参照。�
�

5,976
364,324

370,300
20,672
240
0

257
1,138
37,446
4,000
3,062
9,251
34,245
30,517
45,201
43,899
52,398
87,969

－�
370,300
75,080
40,163
55,234

17,051
147,511
35,260

370,300

平成19年3月期末�平成20年3月期末�平成19年3月期末�平成20年3月期末�平成19年3月期末�平成20年3月期末�平成19年3月期末�平成20年3月期末�

7,243
380,467

387,711
21,878
218
－�

255
2,683
39,044
5,200
4,789
10,006
35,106
30,969
47,609
43,439
58,143
88,366

－�
387,711

12
329,673

329,686
21,272
218
－�

255
2,683
39,044
5,200
4,789
10,006
35,106
19,342
45,195
41,242
16,962
88,366

－�
329,686

－�
1,146

1,146
100

－�
0

0

－�
210
－�
－�
－�

138
－�

430
55
－�

210
－�

1,146

7,230
50,794

58,025
605
－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�

11,626
2,414
2,197
41,181

－�
－�

58,025
93,555
31,471
67,048

17,876
142,406
35,354

387,711

78,482
28,538
52,068

17,876
120,174
32,546

329,686

15,073
2,932
14,979

－�
22,231
2,807

58,025

うち貸出金、コミットメント
及びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�
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（一般貸倒引当金の地域別、業種別内訳）�

 一般貸倒引当金については、地域別・業種別ごとに算定を行っていないため、開示しておりません。�

（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳）�

ニ． 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額�

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額については「資料編」の「貸出金：貸倒引当金残高

および期中の増減額」に記載しております。�

ホ． 業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額�

国　　　　　外　　　　　計�
国　　　　　内　　　　　計�

地　　　　域　　　　別　　　　計�
製　　　　　造　　　　　業�

（単位：百万円） 

農　　　　　　　　　　　業�
林　　　　　　　　　　　業�
漁　　　　　　　　　　　業�
鉱　　　　　　　　　　　業�

卸 売 ・ 小 売 業 �

建　　　　　設　　　　　業�
電気・ガス・熱供給・水道業�
情　　報　　通　　信　　業�
運　　　　　輸　　　　　業�

金 融 ・ 保 険 業 �
不　　　動　　　産　　　業�
各　種　サ　ー　ビ　ス　業�

－�
2,024

2,024
209
0
－�
－�
－�

301
－�
－�

107
477
198
267
348
－�

112
－�

2,024

－�
640

640
5
0
－�
0
－�

△13
－�
－�

△14
△277
1,004
79

△120
－�

△23
－�

640

－�
2,664

2,664
214
0
－�
0
－�

288
－�
－�
93
200

1,202
346
228
－�
89
－�

2,664

国 ・ 地 方 公 共 団 体 �
個　　　　　　　　　　　人�
そ　　　　　の　　　　　他�

業　　　　種　　　　別　　　　計�

平成20年3月期�
期首残高� 当期増減額� 期末残高�

製　　　　　造　　　　　業�

（単位：百万円） 

農　　　　　　　　　　　業�
林　　　　　　　　　　　業�
漁　　　　　　　　　　　業�
鉱　　　　　　　　　　　業�

卸 売 ・ 小 売 業 �

建　　　　　設　　　　　業�
電気・ガス・熱供給・水道業�
情　　報　　通　　信　　業�
運　　　　　輸　　　　　業�

金 融 ・ 保 険 業 �
不　　　動　　　産　　　業�
各　種　サ　ー　ビ　ス　業�

0
－�
－�
－�
－�
0
－�
－�
－�
0
－�
0
0
－�
0
－�
0

0
－�
－�
－�
－�
0
－�
0
0
0
0�
0
0
－�
0
－�
1

国 ・ 地 方 公 共 団 体 �
個　　　　　　　　　　　人�
そ　　　　　の　　　　　他�

業　　　　種　　　　別　　　　計�

貸出金償却�

(注)1. 「格付適用」とは、リスク・ウェイト算定にあたり、格付を適用しているエクスポージャーであり、「格付不適用」とは、格付を適用していないエクスポージャー。�
なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限る。�

2. 「格付適用」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格
付に準拠したリスク・ウェイトを適用しているエクスポージャーが含まれる。�

ヘ． 標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高�
（単位：百万円） 

96,749
64,218
21,771
46,066
163

59,767
113,822

129
－�
－�

402,688

107,565
61,788
18,511
48,426
411

62,094
118,457

260
－�
－�

417,515

－�
－�

2,000
－�

1,731
－�

9,338
－�
－�
－�

13,070

－�
－�

4,501
－�

7,129
－�

3,388
406
－�
－�

15,425

格付不適用�格付適用� 格付不適用�格付適用�

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額�

0％�
10％�
20％�
35％�
50％�

自 己 資 本 控 除 �

75％�
100％�
150％�
350％�

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計�

平成19年3月期�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

平成20年3月期�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・�
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信用リスク削減手法に関する事項（第2条第3項第4号）�

ハ． 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額（派生商品取引にあっては、取引の区分ごとの与

信相当額を含む。）�

ロ.を参照。�
     �

ニ． ロに掲げる合計額及びグロスのアドオンの合計額からハに掲げる額を差し引いた額�

�
     �

ホ． 担保の種類別の額�
�
�

     �

ヘ． 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額     �

ロ.を参照。�
     �

ト． 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつ、プロ

テクションの購入又は提供の別に区分した額�

�
�

チ． 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額�

�

適格金融資産担保が適用されたエクスポージャー�

（単位：百万円） 

2,593

イ． 標準的手法又は基礎的内部格付手法が適用されるポートフォリオについて次に掲げる信用リスク削減手法が適用さ

れたエクスポージャーの額�

標準的手法�

派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項（第2条第3項第5号）�

イ． 与信相当額の算出に用いる方式�

カレント・エクスポージャー方式（注）にて算出しております。    �

(注)カレント・エクスポージャー方式とは、デリバティブ取引の信用リスク計測手段の1つで、取引を時価評価することによって再構築コストを算出し、これに契
　   約期間中に生じるであろう同コストの増加見込み額（ポテンシャル・エクスポージャー）を付加して算出する方法です。    

ロ． グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る。）の合計額�

保証またはクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージャー�

（単位：百万円） 

－�

2,352

－�

ロ． 標準的手法又は内部格付手法が適用されるポートフォリオについて、保証又はクレジット・デリバティブが適用された

エクスポージャーの額�

標準的手法�

グ ロ ス 再 構 築 コ ス ト の 額 �

（単位：百万円） 

与 信 相 当 額（ 担 保による信 用リスク削 減 効 果 勘 案 前 ）�
派 生 商 品 取 引 �

外 国 為 替 関 連 取 引 �
金 利 関 連 取 引 �
株 式 関 連 取 引 �
そ の 他 取 引 �

ク レ ジ ッ ト ・ デ リ バ テ ィ ブ �
与 信 相 当 額（ 担 保による信 用リスク削 減 効 果 勘 案 後 ）�

0
0
0
0
－�
－�
－�
－�
0

(注)1. 原契約期間が14 日以内の外為関連取引の与信相当額は除く。�
2. 与信相当額(担保による信用リスク削減効果勘案前)は、再構築コストおよびグロスのアドオン額（想定元本額に金融庁告示第19号第79条に定める掛け目を
乗じた額）の合計額�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

平成19年3月期末�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

平成20年3月期末　　該当ありません。�・�
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所要自己資本�残高� 所要自己資本�残高�

イ． 銀行がオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項�

(1)原資産の合計額、資産譲渡型証券化取引に係る原資産及び合成型証券化取引に係る原資産の額並びにこれらの主な原資産の種類別の内訳�

(2)原資産を構成するエクスポージャーのうち、三月以上延滞エクスポージャーの額又はデフォルトしたエクスポージャー

　  の額及び当期の損失額�

　�

(3)保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳�

(4)保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額�

（単位：百万円） 

事 業 者 向 け 貸 出 �
合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計�

－�
－�

145
145

－�
－�

62
62

合成型証券化取引に係る原資産�資産譲渡型証券化取引に係る原資産� 合成型証券化取引に係る原資産�資産譲渡型証券化取引に係る原資産�

（単位：百万円） 

事 業 者 向 け 貸 出 �
合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計�

5
5

4
4

(5)証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額�

�

(7)早期償還条項付の証券化エクスポージャー�

　　�
　�

(8)当期に証券化を行ったエクスポージャーの概略（当期に証券化を行ったエクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳を含む）�

　　�
　　�

(9)証券化取引に伴い当期中に認識した売却損益の額�

　　�
　　�

(10)自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信用リスク・アセットの額�

　　�
　　�

ロ． 銀行が投資家である証券化エクスポージャーに関する事項�

(1)保有する証券化エクスポージャーの額�

　　�
　�

(2)保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額�

　　�
　　�

(3)自己資本比率告示第247条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャーの額�

　　�
　　�

(4)自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信用リスク・アセットの額�

　　�

(6)自己資本比率告示第247条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳�
（単位：百万円） 

事 業 者 向 け 貸 出 �
合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計�

5
5

4
4

（単位：百万円） 

20％�

合　計�

50％�

100％�

自己資本控除�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

5

5

証券化エクスポージャーに関する事項  （第2条第3項第6号）�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

4

4
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平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

平成19年3月期末� 平成20年3月期末�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期　　　該当ありません。� 平成20年3月期　　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�



マーケット・リスクに関する事項 （第2条第3項第7号）�
�

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額 （第2条第3項第9号）�
�

銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使用した金利ショックに対する損益�
又は経済的価値の増減額（第2条第3項第10号） �

金利ショックに対する経済価値の変動額�

銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項（第2条第3項第8号） 

イ． 貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸借対照表計上額�

(1)上場している出資等又は株式等エクスポージャー（以下「上場株式等エクスポージャー」という。）�

(2)上場株式等エクスポージャーに該当しない出資等又は株式等エクスポージャー�

ロ． 出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額�
（単位：百万円） 

売 却 損 益 額 �
償 　 　 却 　 　 額 �

214
685

平成19年3月期�

ハ． 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額�
（単位：百万円） 

貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額� 4,991

平成19年3月期末�

ニ． 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額�

ホ． 自己資本比率告示附則第13条が適用される株式等エクスポージャーの額及び株式等エクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの額�

�

計測方法および前提条件�

・ 内部管理上の金利ショック�

内部管理上の金利ショックにつきましては、99パーセンタイル値による金利ショックで、過去6年間の日々の実際の金

利データを用い、1年間の金利変動幅を計算し、金利の変動幅の大小順に並べ上位・下位1％の金利変動幅により銀行

勘定資産・負債の経済的価値の増減額を計測しております。 �

なお、預金や貸出金の期限前解約・返済は考慮しておりません。  �

・ コア預金の定義   �

　いわゆるコア預金については、「明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払出される預金」とされてい

　るため、流動性預金（当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金）を対象としております。過

　去6年間の月末残高を把握し、「　過去5年の最低残高」、「　過去5年間の最大年間流出量を現残高から差し引いた

　もの」、「　現残高の50％相当額」の3項目うち最小の額を平均満期2.5年として計算しております。 �

・ 計測は毎月実施しております。 �

（単位：百万円） 

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額� －�

平成19年3月期末�

（単位：百万円） 

金 利 シ ョ ッ ク に 対 す る 経 済 価 値 の 変 動 額 � 3,663

平成19年3月期末�

平成20年3月期�

平成20年3月期末�

平成20年3月期末�

平成20年3月期末�

（単位：百万円） 

上 場 株 式 等 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー �
上場株式等エクスポージャーに該当しない出資等又は株式等エクスポージャー�
合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 �

16,039
727

16,767

平成19年3月期末�
貸借対照表計上額�

平成20年3月期末�
貸借対照表計上額�

3,353

－�

256

22
121

12,504
719

13,224
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・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・� ・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�

・�平成19年3月期末　　該当ありません。� 平成20年3月期末　　該当ありません。�・�



このディスクロージャー誌は、銀行法施行規則第19条の2に規定される法定開示項目等に基づいて作成しております。�

開示項目索引�

本資料�に�掲�載�し�て�い�る�計�数�は�、�原則�と�し�て�単位未満�を切�り�捨�て�て�表示�し�て�お�り�ま�す�。�（注）�

1　銀行の概況及び組織に関する事項�

2　銀行の主要な業務の内容�

3　銀行の主要な業務に関する事項�

イ  経営の組織�

ロ  持株数の多い順に10以上の株主に関する事項�

ハ  取締役及び監査役�

二  営業所の名称及び所在地�

破綻更生債権及びこれらに準ずる債権額�

危険債権額　　　要管理債権額　　　正常債権額�

5　銀行の直近の2事業年度における財産の状況に関する事項　�
イ  貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書�

ロ  貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額�

　 （１）破綻先債権に該当する貸出金�

　 （2）延滞債権に該当する貸出金�

　 （3）3カ月以上延滞債権に該当する貸出金�

　 （4）貸出条件緩和債権に該当する貸出金�

ハ  自己資本の充実の状況�

二  次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益�

　 （１）有価証券�

　 （2）金銭の信託�

　 （3）銀行法施行規則第13条の3第1項第5号に掲げる取引（デリバティブ取引）�

ホ  貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額�

ヘ  貸出金償却の額�

 ト  金融商品取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を受けている旨�

イ  直近の事業年度における事業の概況�

ロ  直近の5事業年度における主要な業務の状況を示す指標�

　 （１）経常収益�

　 （2）経常利益又は経常損失�

　 （3）当期純利益もしくは当期純損失�

　 （4）資本金及び発行済株式の総数�

　 （5）純資産額�

　 （6）総資産額�

　 （7）預金残高�

　 （8）貸出金残高�

　 （9）有価証券残高�

　 （１0）単体自己資本比率�

　 （１1）配当性向�

　 （１2）従業員数�

ハ  直近の2事業年度における業務の状況を示す指標�

　●主要な業務の状況を示す指標�

　  1  業務粗利益及び業務粗利益率�

　  2  資金運用収支、役務取引等収支、その他業務収支�

　  3  資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、�

　　　利回り及び資金利鞘�

　  4  受取利息及び支払利息の増減�

　  5  総資産経常利益率及び資本経常利益率�

　  6  総資産当期純利益率及び資本当期純利益率�

　●預金に関する指標�

　  1  流動性預金、定期性預金、譲渡性預金�

　      その他の預金の平均残高�

　  2  定期預金の残存期間別の残高�

　●貸出金等に関する指標�

　  1  手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高�

　  2  貸出金の残存期間別の残高�

　  3  担保の種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額�

　  4  使途別の貸出金残高�

　  5  業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合�

　  6  中小企業等に対する貸出金残高�

　      及び貸出金の総額に占める割合�

　  7  特定海外債権残高の5パーセント以上を占める国別の残高�

　  8  預貸率の期末値及び期中平均値�

　●有価証券に関する指標�

　  1  商品有価証券の種類別の平均残高�

　  2  有価証券の種類別の残存期間別の残高�

　  3  有価証券の種類別の平均残高�

　  4  預証率の期末値及び期中平均値�

銀行法施行規則第19条の2の開示項目� 銀行法施行規則第19条の2の開示項目�

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第7条に規定する�
主務省令で定める事項（金融機能の再生のための緊急措置に関する�
法律施行規則第5条及び第6条）の開示項目�

経営方針�

地域貢献活動�

主な手数料�

沿革�

株式の状況（所有者別状況）�

株式の状況（1株当たりの配当等）�

業務純益�

コア業務純益�

役務取引の状況�

その他業務利益の状況�

営業経費の内訳�

預金者別残高�

財形貯蓄残高�

1店舗および従業員1人当たり預金額（平均残高）�

個人ローン残高�

1店舗および従業員1人当たり貸出金（平均残高）�

公共債引受額�

公共債および証券投資信託窓販実績�

外国為替取扱高�

外貨建資産残高�

内国為替取扱高�

�

自主的開示項目�

4　銀行の業務の運営に関する事項�
イ  リスク管理の体制�

ロ  法令遵守の体制�

24
28
25

22～23
15～19

　
3

29

　　　
　　　
　　

 

38
38

38～39
40
38
38

43
44

45
45
45
46
46

46
46
47

49
48
48
49

6～7
6～7

2
8～14

20～21
26
28
28
41

4・41
41
41
41
43
43
44
46
47
49
49
53
53
53

　
47

30～37
47

42

50～51
51
52
47
47
30
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（バーゼル       第3の柱（市場規律）に基づく開示）�

金融庁告示第15号第2条の開示項目�

54
54
54
55

　
55
55
56
56

　
56

56～57

58
58～59
59～60

61
　61

62
63
63
63

63

 ［定性的な開示事項］�
 1　自己資本調達手段の概要�
 2　銀行の自己資本の充実度に関する評価方法の概要�
 3　信用リスクに関する事項�
 4　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要�
 5　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の�
 　　リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要�
 6　証券化エクスポージャーに関する事項�
 7　マーケット・リスクに関する事項�
 8　オペレーショナル・リスクに関する事項�
 9　銀行勘定における出資等又は株式エクスポージャーに�
 　　関するリスク管理の方針及び手続の概要�
　10  銀行勘定における金利リスクに関する事項�

［定量的な開示事項］�
1　自己資本の構成に関する事項�
2　自己資本の充実度に関する事項�
3　信用リスクに関する事項�
4　信用リスク削減手法に関する事項�
5　派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項�
6　証券化エクスポージャーに関する事項�
7　マーケット・リスクに関する事項�
8　銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項�
9　信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額�
　10  銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使用�
　　 した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額�

ホー�ム�ペ�ー�ジ�のご�案内 

 

 

h t t p : / / www . f u k u o k a c h u o - b a n k . c o . j p

より多くの皆さまに福岡中央銀行の現状や

業務内容をご理解いただくために、ホームペ

ージを開設しております。�

ぜひ一度ホームページをご覧ください。�

銀行法第20条に基づく決算公告を、電子公告により実施いたしました。�

掲載インターネットアドレス：�

http://www.fukuokachuo-bank.co.jp   福岡中央銀行ホームページ�

�
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発行／ 平成�20年7月�　�福岡中央銀行総合企画部 
〒810-0041 福岡市中央区大名2丁目12番1号�
TEL（092）751－4431 
 

この�街�で�ごい�っ�し�ょ�に� 
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